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要　　旨

  過去 2 回の産業革命の際に生じた基幹技術－General Purpose
Technology(GPT)－の変化は、生産性や経済厚生の面で通常の技術革新
と比べはるかに大きなインパクトをもたらした。そして、近年、情報

技術革新の進展によって、コンピュータと通信ネットワークが結合し

たシステムは広範囲の企業や家計に導入されており、新たな GPT が出
現したとみなしうる状況にあるが、過去の産業革命のようなインパク

トを目に見える形でもたらしていないという「情報化パラドックス」

の状況にある。

  そこで、本稿では、GPT がマクロ的インパクトをもたらすメカニズ
ムを明らかにするとともに、「情報化パラドックス」に対する一つの

説明仮説を提示する。すなわち、コンピュータと通信ネットワークの

結合したシステムが、過去の GPTと同様な外部性－技術革新の補完性
とネットワーク外部性－を有していることを確認し、こうした外部性

がマクロ的なインパクトをもたらす要因となっていることを整理する。

他方、こうした外部性は、個別企業レベルでの新技術の導入を妨げた

り、新たな GPTの普及を遅延させたりすることによって、「情報化パ
ラドックス」の原因の一つとなっている可能性を整理する。また、こ

うした議論を通じ、GPTの普及過程においては、総生産が停滞したり、
相対賃金格差が拡大するといった興味深いパフォーマンスが現れる可

能性を確認する。
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１．はじめに
  Schumpeter や Solow といった巨人の名を持ち出すまでもなく、経済史や経

済成長論においては、技術革新が経済成長の原動力であるとの議論が早くから

行われてきた。そして、いわゆる「新しい成長理論 (New Growth Theory) は、

理論モデルによってこうした仮説を再現するとともに、実証的に示すことにも

成果を挙げつつある。確かに、第 1次産業革命以降の経済社会においては、絶

え間ない技術革新が進展してきたが、産業横断的に使用される基幹技術－経済

学において General Purpose Technology (GPT)と呼ばれる技術－の変化は、過去

2 回の産業革命を契機とするものであったに過ぎないのも事実である。すなわ

ち、第 1次産業革命においては蒸気力が、第 2次産業革命においては電力が新

たな GPT として登場し、経済社会に広く普及したわけである。そして、これ

らの新たな GPT は、必ずしも産業のみならず家計を含めた経済社会の広い範

囲に普及し、生産性や経済厚生の飛躍的な上昇や経済成長の加速といった効果

を発揮した点で、通常の技術革新とは比べものにならない大きなインパクトを

もたらした。

  さて、現在の経済においては、情報処理や通信に関する目覚しい技術革新が

進行している。そして、我々は、その成果－特に、コンピュータと通信を結合

したシステム－が、情報処理サービスや通信といった直接に関連する産業のみ

ならず、ますます広範囲の企業や家計へ導入されつつあることを目の当たりに

している。この点からみれば、現代の経済社会は、新たな GPT が出現したと

みなし得るような状況になっているわけであるが、少なくともこれまでのとこ

ろは、過去の産業革命に匹敵するようなマクロ経済へのインパクトという結果

が目に見える形で出現しているわけではない。このような問題意識は、いわゆ

る「情報化パラドックス」を巡る議論の中で取上げられ、既にいくつかの説明

仮説が提示されている1。そこで本稿では、新たな GPT がマクロ的なインパク

                                                  
1 Brynjofsson (1993)や Sichel (1997)は「情報化パラドックス」の説明仮説を、①mismanagement
（情報化投資は過剰になされている）、②redistribution（情報化投資は一部の企業の利潤を高め
る一方、社会的コストを生じている）、③learning（現在は新技術の習熟期間にある）、④small share
of computer stock（情報化関連資本のマクロ的シェアは小さい）、⑤ mismeasurement（経済統計
が情報化の成果を把握しきれていない）の５つに分類した。
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トを持つメカニズムや経路を明らかにするとともに、上記のような「情報化パ

ラドックス」に対する一つの説明仮説を提示することとする。

  本稿の構成は以下の通りである。すなわち、最初に、GPT の特徴を簡単に

整理しつつ、電力を例にとって、過去の GPT の転換がマクロ経済への大きな

インパクトをもたらした理由としての外部性の意味を整理する。続いて、情報

処理と通信の結合したシステムが、こうした外部性を具備しているという意味

で新たな GPT となりうる可能性を有することを示す。そして、本論として、

外部性がマクロ的なインパクトをもたらすメカニズムを確認した後、こうした

外部性が、新たな GPT の導入や波及にとって一時的には障害となりうるとの

説明仮説を提示し、その内容を理論モデルによって示すこことする。なお、用

いるモデルは相互に独立しており、かつ抽象的であるため、そのまま実証分析

に使用し得るものではないが、議論から得られるインプリケーションは、新た

な GPT の導入や波及の過程にある現在の経済をみるためにも有用な示唆を与

えるものと考えられる。

２．GPTの特徴
GPTの特徴－外部性

  本節ではまず、GPT の転換が自動車やテレビの発明のような単発の技術革

新とは異なる点について、より具体的に説明することとする。Helpman and

Trajtenberg (1994) は、GPT の特徴として、応用可能性と応用技術革新を挙げ

ている。すなわち、”General Purpose”という語の通り、過去の GPTはそれ自体

が広い範囲の用途に使用される可能性を持っていたことに加え、コアとなる技

術を応用する技術革新が行われることによって、コアとなる技術がますます多

くの領域に導入される動きがみられたわけである。また、ここでの応用技術革

新は物質的な技術に限定されるものではなく、産業機械を操るスキルや経営組

織 2などを含めて考えることができる。Bresnahan and Trajtenberg (1995)

                                                  
2 情報処理技術の進展が経営組織のあり方に与える影響に関しても、最近多くの研究が行われ
ている。例えば、Radner（1992）は、もともとフラットな組織が効率的であるにも拘らず、
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が ”Enabling Technologies” と称したように、GPT は、技術革新の終着点では

なく、むしろ将来に広がる新たなチャンスを提供したのである。そこで本稿で

は、これらの特徴を纏めて「技術革新の補完性」と称することとしよう。

  こうした技術革新の補完性と関連するものとして、ネットワーク外部性とい

うもう一つの特徴を指摘することができるであろう。ネットワーク外部性とは、

需要者の利便（効用）が当該財の需要者の数に依存するという性質である。例

えば、Katz and Shapiro（1985）はそのパターンとして、

　①　電話のように、購入者数が増加すること自体によって効用が直接的に増

      加するケース、

　②　家庭用 VTRのように、市場でドミナントな位置を確保している VHSを

      選択することによって、ユーザーはテープを安く購入しうるとか、多く

      のユーザーとテープを交換できるといったメリットを受けるというよう

      に、間接的な経路を通じて効用が増加するケース（「ソフトウエア・ハ

      ードウエア・パラダイム」の存在する財のケース）、

　③　車などの耐久消費財等において、購入者（市場に出回っている数）が多

      い財の場合、充実したアフターサービスを受けられるなどのメリットが

      生ずるケース、

の３つを示している。これを整理し直すと、購入者の増加がネットワークを構

成することで購入者の効用を増加させる経路だけでなく、購入者の増加がネッ

トワークを構成する財の供給を増加させ、費用逓減等を通じた価格下落をもた

らすことで購入者の効用を増加させる経路が存在することがわかる。このよう

に、先に見た技術革新の補完性とネットワーク外部性は、その作用のメカニズ

ムにおいて相互に密接に関連しており、一体としての効果の発揮が外部性を通

じてなされるという特徴を有していることが導かれる。

                                                                                                                                                  
組織を構成する個人の情報処理速度の限界のためにヒエラルキーが採用されることを確認した

上で、コンピュータの導入が情報処理速度を向上させる場合にはヒエラルキーの存在意義が薄

れることを示し、最近の企業のリストラにおける組織のフラット化を理論的に支持した。他方、

Sah and Stiglizts（1986）は、個人の情報処理の質的能力に注目し、意思決定には第１種（正
しい案を棄却）と第２種（誤った案を採択）の２種類が存在することを示した上で、案件の母

集団が良質であるときには、コンピュータの導入による「正しいものほど採択される確率を増

加する」効果はヒエラルキーにより多く生ずることを示した。もっとも、これらの議論は意思

決定組織のコストのみに注目している一方、実際には、（コストではなく）成果を計測するこ

とが難しいことが効率的な組織設計を妨げる原因になっていることに注意する必要がある。
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そこで、電力を例にとって普及のプロセスを跡付けてみると、技術革新の補

完性やネットワーク外部性の効果を確認する。David (1990) や Crafts (1996) を

はじめとする多くの経済史家が明らかにしているように、米国で最初の大規模

な発電所が建設された 19世紀末から約 20年の間は、工場の動力源や家庭での

照明などへの電力の導入は非常に緩慢なスピードで進展した。しかし、電動機

の発明を通じて「回転力」という応用可能性の高い力を提供し、旋盤、ベルト

コンベアー、送風機、削岩機といった産業機械を生み出したり電動化したりす

ることを通じて、次第にその用途を拡大していった。化学工業などの新規産業

での新たな使用やラジオなどのような家庭電化製品の登場、さらには、工場設

備や建屋の電力使用に適した形態への変更といった応用技術革新も用途の拡大

に貢献した。しかも、電力が次第に普及し始めると、発送電システムの改良や

規模の経済性の発揮などを通じて電力価格が実質的に低下していった。このよ

うな技術革新の補完性とネットワーク外部性との総合効果によって、電力の普

及率はその後加速的に上昇し、非常に広範囲な領域で生産活動の効率化に寄与

したのである（表１、表２、図１）。

（表１）  電力に関する技術革新の推移（Freeman and Soete (1997)より抜粋）
年代 発電関連 照明関係 通信関係 産業・交通関係

1840年代 英、独、仏で商
業用の発電開始

ﾓｰﾙｽ等による電信
の商業化開始

電気分解による
銀メッキ開始

1850年代 英、仏でｱｰｸ灯
が実用化

大西洋横断電信が
開通（1858）

1860年代 ﾆｭｰﾖｰｸ・ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ
間 の 電 信 開 通
（1861）

電気銅の生産開
始（1869）

1870年代 欧米先進国の公
共施設、工場等
でのｱｰｸ灯使用
が一般化

英、米で電話交換
開始

電気溶接実用化
(1878)
電気鉄道実用化
(1879)

1880年代 高圧発電実用化
（1888）

ｶｰﾎﾞﾝ・ﾌｨﾗﾒﾝﾄ
による電球実用
化（1881）

欧米先進国で市
内電車が普及
ｱﾙﾐの電気精錬実
用化（1887）

1890年代 米国で高圧送電
が実用化（1893）

欧米先進国で電
球が急速に普及

欧米先進国で電話
が急速に普及

工具用の合金鋼
生産開始（1895）

1900年代 ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ・ﾌｨﾗﾒﾝ
ﾄによる電球実
用化（1906）

大西洋横断無線交
信成功（1901）
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（表２）  電力価格の推移 （Sichel (1996)より抜粋）
対象期間 名目価格

（年率）
GNP deflator
（年率）

実質価格
（年率）

電力 1899
－1948年

－４．５％ ２．５％ －７．０％

（参考）
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｻｰﾋﾞｽ

1987
－1993年

－４．４％ ３．５％ －７．９％

（参考）
鉄道運賃

1850
－1890年

－２．７％ ０．０％ －２．７％

（図１）  米国の動力源のシェア推移（Freeman and Soete (1997)より作成）

現代の GPT

  さて、現在進行している技術革新の中で、新たな GPT となりうる可能性を

有するものとして何を想定することができるであろうか。この点に関して、「生

産性パラドックス」に関する議論の中で提示された分析は、Bailey and Gordon

(1988)や Oliner and Sichel (1994)に代表されるように、GPT の変遷を蒸気力→

電力→コンピュータと位置づけている。確かに、コンピュータは各種の数値計

算や制御を飛躍的に効率化する役割を果たしており、その成果は、単体で生産

や流通、資金管理などに利用されただけでなく、工場に設置された工作機械か

ら自動車や家電製品に至るまで広い範囲の機械にビルトインされている。従っ
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て、少なくとも、技術革新の補完性という点では既に GPT の特徴を有してい

るということができるであろう。

  しかし、近年注目すべき動きは、コンピュータが、文字や図表といった情報

の処理を低廉なコストで提供する能力を充実させていることから、意思疎通や

意思決定を支援するツールとしての利用が飛躍的に拡大している点であろう。

そして、こうしたツールとしての機能は、コンピュータと通信ネットワークと

が結合したシステムが導入されることによって最大限発揮されることとなる。

コンピュータと通信ネットワークが結合したシステムは、我が国でも、既に

1960 年代から導入が始まっている。しかし、これらは汎用機と多数の端末か

ら構成されるシステムであり、銀行等における資金決済や、メーカー、商社な

どにおける生産、在庫管理などの効率化のために、コンピュータの持つ数値計

算や制御の能力を活用することに主たる目的があったと考えられる。これに対

して近年注目される動きは、コンピュータの意思疎通や意思決定を支援する能

力も同時に活用するために、企業や家計のコンピュータの各々に情報処理能力

を保有させつつも、これらを相互にネットワーク化するシステムの導入である。

Milgrom and Roberts (1990) が示したように、例えば、アパレルメーカーにと

っては、こうした企業内や企業間のネットワークを用いることにより、市場情

報の入手→製品のデザイン→材料の発注→生産→在庫管理→販売→資金管理と

いった意思決定や意思疎通と数値管理や制御といった異質な作業が混在するプ

ロセスを一連の流れとして処理することが可能となる。このことは、システム

を導入したアパレルメーカーにとって、既存の活動を効率化するだけでなく、

この流れで得られた情報を研究開発、経営企画に活用することも可能となるた

め、大きなメリットをもたらすこととなろう。このようなシステムの導入が進

行していることは、我が国の企業の LAN 化比率といったマクロデータの動き

からも確認することができる3。

                                                  
3 本稿では、現代の GPTが有する外部性の内容として、技術革新の補完性とネットワーク外
部性に着目して議論しているが、技術自体が情報財であることによる非競合性や排除不可能性

といった面での外部性も、GPTの普及において大きな意味を持つことが考えられる。こうし
た面に着目した分析としては、Caballero and Jaffe (1993) や Jaffe and Trajtenberg (1996) に代表
されるような特許の引用やライセンス供与のデータを用いた実証や、技術の外部性を考慮した

成長モデルによる分析（例えば James (1998)）が存在する。
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（表３）LAN化比率と企業間ネットワーク化比率（< >内）（通商産業省(1998)）
業種 1991年度 1995年度 1996年度 1997年度
合計 27.7% 49.6% 71.8% <19.8%> 79.5% <19.6%>
一般機械 33.6% 64.5% 81.3% <14.7%> 85.9% <15.4%>
電気機械 47.3% 71.6% 86.4% <36.8%> 94.9% <41.1%>
輸送用機械 43.8% 64.0% 87.1% <38.8%> 93.5% <36.1%>
精密機械 36.0% 65.8% 88.2% <27.5%> 95.2% <28.6%>
卸・小売 16.2% 32.3% 65.1% <23.8%> 71.6% <18.3%>
金融・保険 18.3% 36.0% 61.9% <12.6%> 72.7% <11.0%>
情報ｻｰﾋﾞｽ 34.2% 73.0% 81.6% <23.7%> 92.5% <25.1%>
農林・水産 7.5% 20.3% 50.4% <5.8%> 56.5% <6.9%>

   

  コンピュータと通信ネットワークが結合したシステムの場合、関連する技術

革新の補完性に加え、ネットワーク外部性が存在することも明らかであろう。

すなわち、こうしたシステムを全体としてみた場合、数値処理や制御とともに

情報の収集、蓄積、分析や配信の機能を提供するのであるから、各種の製造業、

金融業や情報処理サービス業、情報機器メーカーに止まらず、政府を含むサー

ビス業や家計に至るまで、また生産現場からマネージメント部門まで至るとこ

ろに導入される可能性を有している。その際には、コンピュータハードウエア

やそれがビルトインされる各種の機械にとどまらず、ソフトウエア4や通信機

器における技術革新や、システムを設計したりソフトウエアを構築する人的資

本の蓄積をも伴っていると考えられる。しかも、先に挙げたネットワークの例

で言えば、このアパレルメーカーにとっては、企業内のより多くの部門やより

多くの取引先企業－原材料メーカー、小売店、銀行など－との接続が拡大する

ほど、経営の効率化効果が高いことは明らかであろう。このように、GPT の

特徴として技術革新の補完性とネットワーク外部性を定義した場合、現在の経

済において新たな GPT となりうる可能性を有するものとしては、コンピュー

タ自体よりも、むしろコンピュータと通信ネットワークが結合したシステムを

想定することがより適切であると考えられるのである。

                                                  
4 現代の GPTにおけるコンピュータ・ソフトウエアの重要性は研究者も実務家も一致して支
持しており、開発コストを用いたラフな試算（井上(1997)）も、95年度時点の我が国のコンピ
ュータ・ソフトウエアのストックが 40兆円近くとハードウエアに匹敵する規模となっている
ことを示唆している。ただし、価値の正確な推計のためには、技術進歩の下での陳腐化の扱い

や原本とコピーとの区分など多様な問題の解決が必要となる（大森(1998)）。
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GPTがマクロ的インパクトを発揮するメカニズム

  上に見たような電力の普及のメカニズムや現代の GPT に関する検討から得

られるインプリケーションとして、GPT は、それ自体が普及することによっ

てネットワーク外部性の効果を発揮すると同時に、応用技術革新の進行－すな

わち技術革新の補完性－によって GPT の用途をますます拡大することで、さ

らにネットワーク外部性の効果を発揮する、というメカニズムによって、単発

の技術革新とは異なる大きなインパクトをもたらした可能性を指摘できる。こ

うした外部性の持つ意味を簡単なモデルを用いて確認することとしよう。

  マクロの生産関数を Cobb-Douglasの形で以下のように定義する。

        Y = Aα Lβ Kγ

  ここで、Yは総生産、L は労働、K は資本であり、A は取敢えず「それ以外

の要素」としておく。さて、経済成長率とは総生産の伸び率であるから、生産

関数を全微分することで、以下のようにあらわすことができる。

       (dY/Y) =α(dA/A) +β(dL/L) +γ(dK/K)

  自明であるが、経済成長率は、「それ以外の要素」、労働、および資本の各々

変化率に分配のシェアを乗じたものの和となり、右辺の第１項－すなわち、経

済成長のうちで、労働や資本の変化によっては説明されない部分－こそが Total

Factor Productivity （TFP）の変化率に他ならない。Rosenberg や David らの経

済史家が産業革命によるマクロ的なインパクトを論ずる際にも、また、Solow

や Gordon、Triplett らが「情報化パラドックス」を議論する際にも、この TFP

の成長を議論の出発点としていることを考えれば、この簡単なモデルにおいて

は「それ以外の要素」の変化こそが重要であるということである。

  よく知られているように、Solow (1956)以来、この「それ以外の要素」は技

術であり、その変化は技術革新であるとの解釈がなされてきた。しかし、その

後の Jorgenson を初めとする経済成長に関する研究により、マクロの生産関数

の推計や TFP の計測に際しては、技術革新の成果を資本ストックの品質調整

の形で取り込むことが一般的となっている。すなわち、資本ストックの品質調

整は手法的に完全ではないとしても、少なくとも「情報化パラドックス」にお

いて提示された分析においては、技術革新をこうしたアドホックな形で扱うよ
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うなことは行われていないのである。そして、「それ以外の要素」の正体とし

ては、資本や労働以外の第 3の生産要素がどこかから投入されていると考える

よりも、むしろ、資本や労働の増加に伴って生産への貢献を増すような性質の

もの－外部性を有するもの－が作用していると考えることが自然であろう。

  こうした推論は、New Growth Theory の議論の中で Barro (1990)らがモデル

で示したように、外部性を有する資本5が存在した場合に経済成長が加速する

ことと同様なメカニズムを示しているだけでなく、多くの実証結果とも整合的

に理解することができる。すなわち、Real Business Cycle を巡る論争の中で多

くの実証分析が示したように、現在、マクロの生産関数は 1次同次に近い性質

を持っているというのが stylized fact となっている。このため、過去の産業革

命のように経済成長が加速するためには、今後、外部性が生ずるか、資本や労

働のストック自体が顕著に上昇することのいずれかが必要となるであろう。そ

こで、外部性の可能性を否定して、後者の可能性を考えてみよう。これは、現

代の GPT に即してみると、コンピュータと通信ネットワークのシステムやそ

れを使用するスキルを有する労働力が顕著に増加することに他ならない。しか

し、市場経済においてこうしたことが実現するためには、これらの限界生産力

＝収益率が顕著に上昇することが必要であることに注意しなければならない。

そして、「情報化パラドックス」を巡る議論の中で、Sichel (1997)や Goldin and

Katz (1996)に代表されるような多くの研究が情報化関連の資本や労働力に関す

る収益率の推計を試みているが、少なくともマクロのレベルでは、他の資本や

労働力との比較で著しく高い収益率を得るには至っていない。もちろん、これ

らの実証分析は過去のデータを使用したものであるから、現代の GPT に関連

する資本や労働が今後一層蓄積していった場合にこれらの収益率が上昇してい

く可能性は存在するが、資本や労働のストックの進展に伴って収益率が上昇す

るという現象こそ外部性の存在を示唆するものである。すなわち、経済成長が

加速するためのいずれの可能性を考えても、外部性の効果と整合的に理解する

ことが可能となるわけである。

                                                  
5 彼らのモデルにおいては、外部性のある資本としては、政府が供給するインフラが想定され
ている。
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３．情報化パラドックスへの説明仮説

情報化パラドックスへの説明仮説

  こうして、GPT がマクロ的なインパクトを有するためには外部性が重要な

役割を果たすことが確認されたが、この議論の裏返しとして、現代の GPT が

過去の産業革命のようなマクロ的なインパクトを発現せず、「情報化パラドッ

クス」と呼ばれるような状況が生じている理由としては、少なくとも潜在的に

は保有している外部性を十分発揮していないからであるとの仮説を提示するこ

も可能である。そこで、本節では、現代の GPT がこれまでのところ外部性を

発揮することができていない理由について検討する。

  電力のケースから類推されるように、コンピュータと通信ネットワークが結

合したシステムが外部性を発揮するためには、こうしたシステムが互換性を持

った形で十分普及することが必要であり、さらにその前提として、システムを

構成するコンポーネントが新たな GPTに適応した形で進歩し、それらもまた、

システムの中で適切な互換性を有していることが求められる。ところで市場経

済の下では、GPT に限らず新たな技術が普及するか否かは、個別企業や家計

による新技術の導入に関する分権的な意思決定の結果として現れることに注意

しなければならない。そして、そこでは、まさに外部性が大きな影響を与える

可能性があるのである。

  外部性のうち、まず、技術革新の補完性の影響について考えてみよう。例え

ば、上にみたようなアパレルメーカーが、実際にシステムを導入する場合には、

そのコンポーネントそれぞれについて競合する財やサービスを比較した上で、

「Ａ社のサーバとＢ社の通信回線とＣ社のネットワークソフトと D社の保守

サービス・・・・」といった財やサービスを組合わせたシステムを構成するの

であるから、それらの選択の基準としては、コンポーネント個々の技術内容の

信頼性だけでなく、コンポーネント相互やシステム自体の互換性が考慮される

のは当然である。従って、このアパレルメーカーのようなシステムの需要者の

みならず、これらのコンポーネントの供給者にとっても、コンポーネントに関

する技術的リスクだけでなく、外部性の故に存在する商業的リスク－defacto-

standardになるか否かというリスク－が重要な意味を持つこととなる。このこ
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とは、こうした主体の意思決定は、互換性に関する他企業の意思決定の効果を

も考慮に入れた戦略的なものとなる可能性があることを意味する。

  しかも、個別企業レベルでの互換性に関する選択は、こうした defacto-standard

に関する不確実性によって影響されるだけではない。Farrel and Saloner（1985）

らが示したように、不完全競争の市場では互換性のない財を供給した方がより

多くの（独占）利潤を確保しうることがあるため、ドミナントな供給者は意図

的に互換性のない財を供給する可能性がある。その一方で、より競争的な状況

では、家庭用ビデオにおいてみられたように、開発メーカーは積極的に仕様を

公開して供給者のファミリー（例えば VHS陣営）をつくることもあろう6。例

えば、Berg（1985）は、互換性の選択に関する戦略的行動に関連するファクタ

ーを以下のように整理している。

①　互換性の拡大による需要の拡大

②　需要の拡大に伴う供給サイドへの新規参入

③　互換性の拡大による財の個性の喪失による需要の減少

④　互換性の拡大による競合財との需要の交差弾力性の増加

⑤　（互換性の拡大による）規格の変更・維持のコストの増加や部品の共通

    化等を通じた生産コストの下落

さらに、需要者においても供給者においても、既存技術に係るスイッチング

コストが存在することに注意する必要がある。Klemperer (1987)や Farrel and

Shapiro(1988)らに代表されるスイッチングコストの議論からは、購入する財や

サービスを変えることに伴う効用の増加がスイッチングコストを上回らない限

り、需要者はそれまで購入してきた財やサービスを購入しつづけるとのインプ

リケーションが得られる。スイッチングコストの具体例として、Klemperer(1987)

は、①技術習得のコスト(learning)、②取引関係変更の費用(transaction)、③人為

的なコスト（航空券におけるマイレッジ割引など）などを挙げているが、この

議論は、システムの需要者のみならず、個別のコンポーネントの供給者の行動

を分析する際にも応用することが可能である。すなわち、各企業が新たな技術

を導入したり、それに適合したコンポーネントを新たに開発・供給したりする

                                                  
6 互換性の選択に関しては、さらに、供給者の技術が知的所有権等によってどの程度カバーさ
れているかといった点も重要な意味を持つであろう。



12

ためには、既存の技術を体化した設備や特定のスキルに投下した投資がスイッ

チングコストとなるわけである。この点は、例えば、情報サービス白書(1997)

における「情報システムの導入を阻害する要因に関するアンケート調査」の結

果において、情報リテラシーの低さや業務の標準化の遅れなどが上位に位置し

ていることからも明らかであろう。従って、これらの要素を考え合わせると、

マクロレベルからみた場合には効率的であるはずの GPTの転換が、個別企業

レベルでは、互換性に関する不確実性やスイッチングコストのために進行しな

いという可能性を指摘することができるわけである。

  そして、ネットワーク外部性についても、上記の議論の中で理解することが

できる。すなわち、個別企業レベルでのスイッチングコストのような技術革新

の補完性のために、マクロレベルでのネットワーク外部性を発揮するのに十分

な水準まで新たな GPT が普及することが妨げられている可能性があると考え

ればよいからである。また、ネットワーク外部性が発揮されるためには、新た

な GPT に関する互換性が達成されていることが必要なのであるから、上に見

たような互換性の達成に対する障害が重要な意味を持つこともまた明らかであ

ろう。

このように、コンピュータと通信ネットワークから成るシステムは、外部性

の故に現代の GPT となりうる可能性を有していると同時に、まさにこうした

外部性等の故に、個別企業レベルでの導入において商業的リスクや戦略的行動

などが生じ、そのために生ずる GPT の導入に対する障害の結果として、マク

ロレベルでのインパクトの発揮が阻害されたり、遅延したりするものと理解す

ることができる。換言すれば、外部性のためにマクロレベルとミクロレベルで

の最適性に一種の乖離が生ずる可能性とその影響こそが、「情報化パラドック

ス」に対する一つの説明仮説であるということとなる。このような仮説は、

Morrison (1997)等の実証研究が、マクロレベルでの「情報化パラドックス」の

存在にもかかわらず、実際に情報化投資を行った個別企業においては収穫逓増

などの成果を確認していることと整合的である。そして、以下に見るように、

こうした乖離によって生ずる結果を分析することが、新たな GPT への転換期

における経済の動きを解明するためのヒントとなる可能性がある。
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４．理論モデルによる「情報化パラドックス」の説明仮説

の検討

議論の進め方

  それでは、「情報化パラドックス」に関する前節の説明仮説を、既存の理論

モデルによって検討することとする。上にみたように、GPT の有する外部性

こそが、マクロ的インパクトを生ずる原動力であると同時に、個別企業レベル

での導入やその結果としての普及を妨げる効果を有する可能性を考慮すると、

理論的整理を行うためには、ミクロレベルでの不確実性や戦略的行動を考慮し

た意思決定と、マクロレベルでの普及やその結果としてのインパクトの発現を、

ともに議論することが必要となる。しかしながら、現在のところは、これら両

者を一度に明示的に扱い得るモデルは存在しない。このため、本節での議論は、

ミクロレベルでの技術革新の補完性やネットワーク外部性の意味やその影響に

ついて検討した後、そのマクロレベルでの効果について検討することとする。

個別企業レベルにおける技術導入への障害

　個別企業レベルでの技術革新の補完性がもたらす影響のうちで、まず、スイ

ッチングコストの影響について検討することとしよう。直感的に明らかなよう

に、スイッチングコストが存在する場合は、現行の defacto-standardの変更に

対して粘着性－Farrel and Saloner (1985)、Farrel and Shapiro (1988)らがロックイ

ン効果と呼んだ特性－が生ずる。これを本稿の議論に即してみると、スイッチ

ングコストのために、個別企業における新技術の導入が阻害されたり、遅延し

たりすることを意味することとなる。もちろん、このような比較的単純な議論

に対しては、「現代のように技術革新が急速に進展する過程では、新技術は生

産効率などの面で既存技術に対する大きな優位性を有することが多いため、ス

イッチングコストの障害は容易に乗り越えられるはずである」との反論が考え

られるであろう。しかし、このような反論に対しても、個別企業における戦略

的行動を明示的に考慮すると、再びロックイン効果を支持する議論を展開する

ことができる。この点を Farrel and Shapiro (1988)のモデルに即して検討するこ

とにする（モデルの詳細は補論１を参照）。
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[Farrel and Shapiro (1988)のモデルの応用]

＜モデルの内容＞

・上に見たように、スイッチングコストの原因が既存の技術を体化した設備や

労働スキルにあるとすれば、こうしたコストのレベルは個別企業によって異な

ることとなろう。モデルは、コストの差異による影響を明示的に考慮するため

に、需要者側の overlapping generation modelとなっていることが特徴である。

主要な仮定を整理すると以下のようになる。

　①  供給者は、既存企業と新規参入企業の２つの主体からなる。両者が供

      給する機械は同一目的に使用されるが、異なった技術を体化している。

      ただし、両企業の生産コスト条件は同一である。

　②　毎期同じ数の需要者が現われ、２期間存続する（常に、新企業と旧企業

      が共存していることになる）。これらの企業は、毎期１単位の機械を購

      入することが必要であり、存続期間の後期に前期と違うブランドの機械

      を購入する場合にはスイッチングコストを被る。

  ③  供給者と需要者は、共通の割引率による現在価値ベースで、それぞれ利

      益の最大化およびコスト（購入コストとスイッチングコストの合計）の

      最小化を図る。なお、供給者側からは需要者の世代（存続期間の前期か

      後期か）を識別し得ない。

 ・生じ得る状態は、既存企業または新規参入企業が両市場を独占するか、両企

業が市場をシェアするかである。そして、ナッシュ均衡であるためには、それ

ぞれの状態が既存企業と新規参入企業の双方にとって最適となっていなければ

ならない。すなわち、sをスイッチングコスト、rを割引率、W(0)を現在市場

を支配していない企業の来期以降の利益、W(1)を現在市場を支配している企

業の来期以降の利益とし、既存企業の価格を pとすると、既存企業にとっては、

        両市場を支配したときの利益：2p＋rW(1)

        市場をシェアしたときの利益：p＋rW(1)

        新規参入企業が両市場を支配したときの利益：rW(0)

のそれぞれを、また新規参入企業は、

        既存企業が両市場を支配したときの利益：rW(0)

        市場をシェアしたときの利益：p＋rW(1)
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        両市場を支配したときの利益：2(p-s)+rW(1)

を比較することとなる。なお、新規参入企業が両市場を支配するためには、旧

企業のスイッチングコストを負担することが必要となるため、価格が sだけ低

下することに注意されたい。

・この結果、均衡では、両企業は両市場をシェアすることが導かれる。このと

き、W(0)＝W(1)＝2s/(1－s)である。なお、このような均衡では、既存企業は老

人、新規参入企業は若者にそれぞれ供給しており、スイッチングコストが生じ

ないことを考えると、社会的にも最適であることがわかる。

＜モデルから得られる結論＞

・上記の分析から、既存企業および新規参入企業とも均衡では p＝2sという
価格付けを行うことがわかる。このことは、均衡価格はスイッチングコストに

直接に依存して決まることを意味するから、スイッチングコストが両企業にと

って操作可能な戦略変数であるとすれば、両企業は共謀してスイッチングコス

トを高めるインセンティブが存在するというインプリケーションが得られる。

スイッチングコストを高める具体的な方法としては、例えば、互換性を故意に

なくしてしまうといった対応が考えられるであろう。この点を本稿の議論に即

して考えれば、スイッチングコストが存在する場合には、新技術やそれを体化

したコンポーネントの供給者において互換性を低める可能性があるため、マク

ロレベルでの GPTの転換に支障が生ずるものと解釈できる。

・このような結論は、供給者の生産コストに関する仮定をより現実的なものと

しても維持できる。例えば、固定費用等によって既存企業の生産コストに優位

性が存在する場合には、既存企業が新規参入企業には対応し得ないような低価

格戦略をとる－すなわち参入阻止行動をとる－可能性がある7から、新技術を

体化した機械の導入には一層高い障害が生ずることとなる8。

                                                  
7 もっとも、こうした参入阻止行動は、短期的には社会的に見ても効率的であることに注意す
べきである。なぜなら、既存企業は費用逓減を活かしているほか、需要者側においてスイッチ

ングコストの負担が生じないからである。
8 他方、需要者の数に関する仮定を変更した場合は、異なった結論が導かれる可能性がある。
例えば、旧企業に比べて新企業が多いと仮定してみよう。このとき、供給者側をみると、新規

参入企業は価格引下げによって旧企業の需要を奪取しなくても、新企業の需要を確保するだけ

で、既存企業よりも大きな市場を確保しうるので、市場における価格競争のインセンティブが
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　他方、需要者側のスイッチングコスト自体にも費用逓減が作用する可能性が

ある。すなわち、需要者側における労働スキルの習得や供給者との取引関係な

どについては、特定の技術を体化した機械を供給する企業との取引が継続すれ

ばするほどスイッチングコストが上昇することが考えられる。そこで、このよ

うな費用逓減の効果を Stein(1997)のモデルに即して検討することとしよう（モ

デルの詳細は補論２を参照）。

[Stein（1997）のモデルの応用]

＜モデルの内容＞

・上のモデルと同様に、同一の目的に使用する機械の需要を既存企業と新規参

入企業が争奪するのが基本的な枠組みである。主要な仮定を整理すると以下の

通りとなる。

　①　供給者の生産コストは、可変費用と時間に沿って低下していく取引費用

      から成るものとする。また、市場への参入の際には、1回限りの固定費

      用も必要であるとする。

　②　需要者の数は一定であり、一定のリザベーション価格以下であれば機械

      を購入する。機械は同一目的に使用されるのであるから、毎期、市場で

      は１企業のみが機械を供給するという独占状態が成立する。ただし、こ

      の市場は、常に新規参入企業と盗作企業による参入圧力にさらされてい

      る。

　③　新規参入企業と盗作企業は、既存企業の生産技術を無コストで盗用しう

      る。加えて、新規参入企業は、研究開発の成果によって、既存企業に対

      して可変費用面では優位に立つ。他方、取引費用については、市場に留

      まっていた期間に応じて既存企業が優位性を維持する。本稿の議論に即

      してみれば、取引費用はスイッチングコストを、可変費用の格差は新技

      術による供給者へのメリットをそれぞれ反映しているものと考えること

      ができる。

                                                                                                                                                  
低下し、均衡価格が上昇する。具体的には、旧企業 1に対して、新企業の数を nとすると、本
文と同様な議論により p＝(1＋n)sが得られる。ただし、その際の既存企業の対応については、
市場を分断した状態のままで旧企業に対して非常な高価格を提示するか、互換性の高い機械を

供給することで新企業の需要を奪取しようとするという可能性が考えられ、実際にいずれが現

れるかは、スイッチングコストのレベルや新企業と旧企業の数的比率等に依存するであろう。
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・既存企業（incumbent）のコスト構造は具体的には以下の通りとする。

　　　　　可変費用：C t
i（添字 iは incumbentを、添字 tは時間を示す）

　　　　　取引費用：D t
i＝ d C t

iβ At
i

 (A t
i≦ A  )

                       ＝ d C t
iβ A   (A t

i＞ A  )

取引費用は、既存企業が市場を支配しつづける限り毎期低下する（βは１より

小。ただし、低下は A  までで止まる）。

・また、新規参入企業（entrant）のコスト構造は以下の通りとする。
　　　　可変費用：C t

e＝ λ t  C t
i（添字 eは entrantを示す）

　　　　取引費用：D t
e＝ d C t

e

　　　　固定費用：K t
e＝ k C t

e

なお、λ tは確率変数であり、新規参入企業が可変費用では既存企業に対して

優位に立つため 1より小であることを仮定する。他方、取引費用では劣位にあ

るためλ t＞ β At
i

 for all tである。

・ このモデルにおける均衡は、新規参入企業にとって参入に伴う期待収益が０

となる場合に成立する。このときの技術水準λ tを

　　　　　λ t＝ λ * (既存企業が継続して市場を支配する期間)

と表し、今期において参入が発生する確率が Pで一定であるとすると、今期

と来期ともに参入が生ずる確率は、λ *およびλ tの累積密度関数 Gを用いて、

PG(λ * (1))と表されることとなる。よって、新規参入企業が継続して市場を支

配する確率（X j
eと表す）は、

　　　　X j
e＝ Π j

A
=1 {1－ PG(λ * (ｊ))}{1－ PG(λ * ( A ))} ( )j A−

        ただし 1≦ A

となり、（X j
eおよび Feがλ *の減少関数＜後述＞であることから）、新規参入

企業にとっては新技術の優位性が低いほど、将来に参入をうけやすくかつ期待

収益が低いことが明らかとなった。

＜モデルから得られる結論＞

・このモデルにおけるスイッチングコストの効果は、単に、新技術（を体化し

た機械）の導入を阻害したり、遅延させたりするだけではない。すなわち、新

規参入企業にとって、参入した期の利益は、

 　　　　C t
e [{(1＋dβ A* )／λ t }－1－d－k]
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であり、その後市場を支配しつづけた場合の利益（現在価値）を Feとおくと、

 　　　　Fe =d[∑ j
A
=1 {(1－β j ) X j

e／(1＋ r) j }

 　　　　  ＋∑
j A= +
∞

1
{(1－β A ) X j

e／(1＋ r) j }]

で表されるから、期待利益はこの両者の合計である。上に見たように、均衡で

はこれが 0となるから、市場を支配する期間を 1および Aとおいた結果を両

辺同士割ると、

         λ * (A)／λ * (1) ＝ (1＋dβ A )／(1＋dβ)

を得る。この式の意味するところは、まずβ＜1に注意すると、λ *が Aの増

加によっていわば加速的に小さくなること、すなわち既存企業が継続して市場

を支配するほど、新規参入企業は可変費用を通じて優位に立つことにある。し

かし他方で、λ *の減少は G(λ * )の減少を通じて 1－PG(λ * )、すなわち既存

企業が参入を受けない確率を上昇させていることもわかる。

・これらをまとめると、既存企業による市場支配が長期化し、既存の技術を体

化した機械が継続して取引されるほど、新規参入が生じにくくなり、技術の転

換が起りにくくなる。しかし同時に、何らかの理由でいったん参入が発生すれ

ば、その後の期間には新規参入が繰り返され、技術の転換がめまぐるしく発生

する可能性が生ずるのである。Steinはこのような結論を踏まえ、「創造的破壊

(creative destruction)」の時間的な特徴に関する Schumpeterの指摘を理論モデル

によって説明し得たと主張している。本稿の議論との関係でみれば、GPTの

各コンポーネントの市場においては、新たな技術を体化した製品の出現には障

害があるものの、いったんこうした動きが始まると目まぐるしい「世代交代」

が進行することを示したものと捉えることができる。また、新技術の開発速度

が上昇することも、新規参入企業にとっては、参入条件を有利にする一方で、

将来別の企業による参入を受ける可能性を同時に増加するため、参入行動－す

なわち、技術の転換－を必ずしも活発化するとはいえないことが示される。

・なお、このモデルにおける供給者の戦略的行動を拡張すると、動学的非効率

性を生ずる可能性を考慮することも可能となろう。すなわち、供給者はある期

に採算を下回る価格を提示することで多くの需要を取り込んだ上で、次期以降、

ロックイン効果を活用しつつ高価格を押し付けるという行動をとる可能性を考

えることもできる。この場合、さらに需要者側が、供給者のこうした行動を予
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見すれば、独占的供給が成立しないように、需要を複数の供給者に対して意図

的に分散するといった行動をとることも考えられる。このような行動も、新た

な技術への互換性をもった転換に対する支障となる可能性を指摘することがで

きるであろう9。

  個別企業レベルでの議論の最後に、ネットワーク外部性が存在する下でスイ

ッチングコストがどのような効果をもたらすかを検討しておくこととしよう。

ネットワーク外部性が存在すると、互換性が達成された場合の需要者のメリッ

トは一段と大きなものとなる一方で、供給者が、需要者によるメリットの評価

をうまく内部化できない可能性が重要である10。以下では、Katz and

Shapiro(1985)のモデルに即してこの点を確認しておく（具体的なモデルは補論

３を参照）。

 [Katz and Shapiro（1985）のモデルの応用]

＜モデルの内容＞

・ここでも、技術が体化された機械の市場を想定し、供給者と需要者の行動に

対して以下のような仮定をおく。

① 需要者が次期の供給について予想をたてる。

② 供給者は、この予想および他の供給者による供給を所与として、次期の

供給（供給しないという選択を含む）を定める（クールノー均衡）。な

お、供給者の生産コスト条件は同一とする。

 ③  需要者は、自らのリザベーション・プライスとの対比で購入の有無を決

定する。このリザベーション・プライスは、個々の需要者によってそれ

                                                  
9 銀行の貸出市場においても同様の関係が存在する可能性がある。銀行は貸出に際して、情報
の非対称性の下で相手先企業の信用リスク情報を生産するのであるから、そのためのコストは

銀行にとってサンクコストとなる一方、借入を行う企業にとって取引銀行を変えることはスイ

ッチングコストを伴うこととなる。このため、銀行は、ある期には低金利を提示して多くの企

業と取引関係を確立し、次期以降は、スイッチングコストを活かして高金利を押し付けるとい

う行動に出る可能性があり、それを予想する企業は当初から協調融資を指向する可能性がある。

例えば、Sharpe(1990)や Pagano and Jappelli (1993) を参照。
10 こうした外部性のもうひとつのインプリケーションとしては、供給者における価格競争に
対するインセンティブの低下により、価格の下方硬直性が発生することであろう。例えば、

Matutes and Regibeau(1988)を参照。
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ぞれ異なる評価部分 r（rは個人によって異なり、[1,A]に１づつ一様分

布）と、ネットワーク外部性への評価部分 v（vは、全ての需要者で同

一であり、互換性を有する財の総供給量に関する予測に依存。すなわち、

する v＝v（ｙ e）、v’（ｙ e）＞０、v”（ｙ e）＜０）の和からなる

前者はスイッチングコストが需要者によって異なることを反映している。

 ・限界的需要者における条件から、価格 pは

 　　    ｐ i＝A＋ｖ（ｙ i
e）－ｚ

で表される（ただし、zは需要者数（＝A－Ф））。この式は、価格がネット

ワークに対する需要者の評価と実際の需要量に依存することを示している。

 ・モデルの均衡は、上記のように、需要者と供給者全てによる供給量に関する

予測が実現するという意味でのクールノー均衡である。このとき、供給者ｉの

利潤π iは供給量ｘ jで微分してゼロであるから、

　　   π i＝ｐ iｘ i
*＝(ｘ i

* ) 2

であり、需要者の消費者余剰は、ｒの分布に注目して考えると、

       Ｓ＝∫ A z
A

− (ρ＋ｚ－Ａ)ｄρ＝ｚ 2／2

となるから、これらの合計として以下のように表現される。

　　     Ｗ＝Σ i
n
=1 (ｘ i

* ) 2＋ｚ 2／2

従って、自明ではあるが、全ての財が相互に互換性を有し、全ての供給者が実

際に供給している場合に社会厚生が最大となることがわかる。

＜モデルから得られる結論＞

・互換性が上昇すると、需要者には必ずメリットが生ずる。例えば、全ての供

給者が相互に非互換性の状況にあった場合から完全な互換性へと移行すること

を考えてみよう。1番目から n番目の供給者の財が互換性を有していることを、

        ｙ i＝Σ j
n
=1ｘ j

と表現すると、完全な互換性の場合は ｙ i＝ｚが全ての供給者に関して成立す

るが、そうでない場合は、少なくとも１供給者については、ｙ i＜ｚが成立す

る。均衡での各企業の供給量はｘ i＝Ａ＋ｖ(ｙ i )－ｚであるから、総供給量は

これを全ての供給者について合計した式

 　　    (ｎ＋１)ｚ＝ｎＡ＋Σｖ(ｙ i )
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 の解となる。ここで、完全な互換性の場合はΣｖ(ｙ i )はｎｖ(ｚ)となり、

         ｎｖ(ｚ)＞Σｖ(ｙ i )

 が成り立つ（vは concaveである）から、互換性の上昇は供給量の増加という

需要者にとって望ましい効果を生むわけである。

・しかし、互換性戦略にコストが存在する場合には最適性が達成されない可能

性がある。すなわち、個別の供給者にとっては、互換性の上昇に対する需要者

の評価の反映としての価格上昇によるメリットが、互換性への転換に要するス

イッチングコストを上回らない限り、互換性を選択しない。そして、このよう

な価格上昇のメリットが他の供給者にリークしてしまう可能性は、まさに外部

性によって生じていることに注意する必要がある。このような結論を GPTの

導入との関連で考えてみると、ネットワーク外部性が存在する下では、社会的

に最適な完全互換性の状態―すなわち、GPTで統一された状態―を達成する

ために障害が生ずる可能性があることを示している。

マクロレベルでの技術の普及への障害

　さて、このような個別企業レベルでの新技術の導入に対する障害が存在した

場合、マクロレベルでの新たな GPTの波及とそのインパクトの発現について

は、どのようなモデルによって分析するのが適当であろうか。例えば、New

Growth Theoryのモデルをみると、本稿での GPTに相当する「外部性を有する

資本」は、政府によって（徴税や公債発行によって得た資金を用いて）機械的

に形成されることが想定されている。このため、新たな GPTが普及したこと

が経済厚生に与える結果を考えることはできても、新たな GPTが普及する過

程における経済への影響を検討することはできない。

  そこで、こうした過程を明示的に扱い得るものとして、まず Aghion and Howitt

(1992)らによって導入されたモデルを用いて議論を進めていくこととする。彼

らのモデルにおいては、生産活動を中間財と最終財の２段階に分け、技術は中

間財に体化されており、技術革新は中間財市場における独占的競争として表現

することに特徴がある。この中間財の開発を新たな GPTが普及する際の技術

革新の補完性と読み変えることによって、経済パフォーマンスに与える影響を
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分析するわけである11。本稿では、こうしたモデルの代表例として Helpman and

Trajtenberg（1994）を用いて議論する（モデルの詳細は補論４を参照）。

[Helpman and Trajtenberg (1994) のモデルの応用]

＜モデルの内容＞

・このモデルの特徴は、成長モデルに中間財の独占的競争を組み合わせたもの

であり、主な仮定は以下のようになっている。

　①　最終財は中間財のみを用いて生産され、潜在的な参入のために、 ここ

      では利潤は生じないものとする。

  ②  他方、各中間財の開発、生産は各企業が労働のみを投入要素として、独

      占的に行う。このとき、開発については、潜在的な参入のために均衡で

      は利潤が生じない一方、生産については独占的競争が展開される。なお、

      開発、生産のコストは、同一の GPTにとっての中間財全てにおいて同

      じであるとする。

　③  技術は中間財に体化されており、最終財の生産においては、その時点で

      最もコストの小さい GPTが使用される。このため、GPTの転換は、新

      たな GPTを用いた最終財の生産にとって必要な中間財のセットが揃っ

      た時点で実現する。

・まず、中間財の生産をみることとしよう。上記の仮定から、同一の GPTに

とっての中間財の価格と生産量は全て同じとなる。すなわち、生産技術を中間

財 1単位の生産に労働 1単位が必要であると特定化し、ｉ番目の GPTに必要

な中間財のセットを x j（ただし j [ ]∈ 0, n i ）、労働賃金を wとすると、生産者の

利潤最大化より、中間財の価格と生産数量は以下のようになる。

　　　　 p i (j)＝ｗ／a

         x i (j)＝x i (for all j)

また、労働投入については、中間財の生産に必要な部分ｂ i（最終財Ｑ i１単

位当り）は、

　　     ｂ i＝Ｘ i／Ｑ i＝(１／λ i )(１／n i
( )/1− a a )

と表される。この式は、ｂ iは中間財の数が多い（n iが大きい）ほど小さいこ

                                                  
11 このモデルは、費用逓減などのために、産業として一定の生産規模を越えない限り効率的
な生産ができない場合などにも応用することが可能であろう。
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とを示している。また、これらの式と最終財生産者に関する利潤ゼロの仮定か

ら、最終財価格が、

         ＰQ＝ｗｂ i／ａ

であることもわかる。さらに、中間財を生産する企業の利潤π iを時間で微分

することにより、中間財を生産する企業の価値と利子率に関する均衡条件が次

のように導かれる。

　　　　  (π i／ｖ i )＋(ｖ
•

i／ｖ i )＝ｒ(t)

          ただし、ｖ i (t)＝ t
∞∫ exp(－R(t,τ))(π i (τ)dτ)、R(t,τ)＝ t

τ∫ r(z)dz）

・次に、中間財の開発については、開発技術を以下のように仮定する。

         n
•

i dt＝(ｌ i／Ａ)dt

これは、1単位の時間にｌ i単位の労働を雇用すると、ｌ i／Ａ単位の中間財が

開発されることを意味する。上記の仮定から、均衡では開発に関する利潤がゼ

ロとなるのであるから、

         ｖ i＝ｗＡ

を得る。

・最後に消費者は、最終財の消費 Cに関する対数効用関数を仮定し、異時点

間にわたる効用最大化に、Ｃ(t)＝Ｑ i (t)と消費支出をニュメレールとすること

を用いると以下を得る。

　　　　  ＰQＱ i (t)＝１

          ｒ(t)＝ρ

・これらを纏めると、均衡において成立する関係を示すことができる。まず、

中間財を生産する企業の成長率と消費者の時間選好率から、

　　　　  (π i／ｖ i )＋(ｖ
•

i／ｖ i )＝ρ

を得る。また、中間財の開発と生産のそれぞれに関する労働需要から、労働市

場の需給均等は以下のように示される。

　　　　  ＡΣ i
m
=1 n i＋ｂ iＱ i＝Ｌ

ただし、Lは労働供給であり、mは中間財の開発と生産においては現行の GPT

と新しい GPTの双方が並行することを示す。
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＜モデルから得られる結論＞

・ このモデルにおいては、総生産（付加価値）は賃金と中間財産業の利潤の和

で表される。そして後者は、中間財産業の利潤と最終財価格の式より、消費支

出＝1の(1－a)のシェアであることがわかる。したがって、名目総生産は、

        ｗＬ＋(1－a)

となり、最終財価格でみた実質総生産は、

　　　　 Ｇ＝{Ｌ＋(1－a)／ｗ}ａλ i n i
( )/1− a a

となる。この実質総生産は、生産に使用される中間財の増加によって増加する

一方、賃金上昇によって減少することに注意されたい。

・均衡において成立する関係と実質総生産の表現を考慮すると、このモデルの

経済は以下の２つの局面を辿って推移することが示される。

　①  第一の局面では、最終財産業では既往の GPTが使用されている一方、

      中間財産業では新たな GPTのための開発が進行する。このとき、賃金

      は上昇する一方、短期的には非生産的な活動に労働が投入されているこ

      とを意味し、実際に生産に使用される中間財は増加していない一方、賃

      金は上昇するため、実質総生産は減少する。このときの中間財の数と賃

      金の動きは以下のように表現される。

         n
•

i＝(1／Ａ)(Ｌ－a／ｗ)

         (ｗ•／ｗ)＝ρ

　②  第二の局面は、最終財産業で新たな GPTへの転換が行われた後であり、

      生産に使用される中間財が増加する。賃金の上昇は抑制される一方、中

      間財の増加に沿って総生産は増加する。このときの中間財の数と賃金の

      動きは以下のように表現される。

         n
•

i＝(1／Ａ)(Ｌ－a／ｗ)

         (ｗ•／ｗ)＝ρ－(1－a)／Ａｗn i

・すなわち、GPTの転換が生じてしまえば総生産は増加するが、それまでの

間は、新たな GPTへの転換に要する応用技術革新のための資源投入に伴って

総生産に悪影響を及ぼすというメカニズムが示されている。なお、このような

メカニズムは、新たな GPTの内容に関する「完全予見」の状況でも生ずるこ
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とに注意する必要がある12。

  さて、新たな GPTが普及するための技術革新の補完性としては、こうした

物的な技術のみならず、先に見たような労働スキルの再教育も重要である。そ

の結果は、第一義的には、賃金や雇用といった労働市場のパフォーマンスに大

きな影響を与える可能性があり、既存の多くの分析がこの点を取上げているが、

ここでは上のモデルと同様にマクロの総生産に対する影響に注目することしよ

う13。そのためには、Human Capitalを明示的に取扱うモデルが必要であり、代

表例として Uzawaや Lucasによって展開された２部門成長モデルが挙げられ

るが、ここでは、より簡略で結論が明確なモデルとして、上にみた Helpman and

Trajtenberg（1994）と同様な枠組みに２種類の労働力を考慮したモデルを用い

て検討する（Grossman and Helpman（1991）の第５章を参照。モデルの詳細は

補論５を参照）。

[Grossman and Helpman（1991）のモデルの応用]

＜モデルの内容＞

・R&Dを中間財の開発として捉えたモデルとしての基本的な枠組みは上に見

た Helpman and Trajtenberg（1994）のモデルと同じである。また、労働につい

ては以下のような仮定をおく。

  ①  熟練労働力と非熟練労働力の２種類があり、労働者は自らの合理的な選

      択によって、スキルを習得して熟練労働力になることができる。このス

      キル習得の技術は一定であるとし、労働者にとってのコストはその間労

      働できないことのみである。なお、W lとW hをそれぞれ非熟練労働力

      と熟練労働力の賃金、h(S)を習得期間 Sによって得られるスキルとする。

  ②  最終財の生産と中間財の開発のためのこれら２種類の労働に対する需要

                                                  
12 なお、このモデルの枠組みを用いれば、最終財の種類を複数化することによって GPTの導
入が拡大していく様子を扱うことも可能となる。Helpman and Trajtenberg（1996）はこうした
モデルによる分析を提示し、各最終財生産者にとっての技術（サンクコスト等）や市場の需要

弾力性・成長性等が異なるため GPT採用のタイミングが時間的に分布することを示している。
13 例えば、Ramey and Shapiro（1997）は、需要ショックに対する産業間の資本移動にコス
トがかかることを明示的に仮定することにより、こうした産業構造転換の局面におけるマクロ

経済パフォーマンスの低下をモデルで再現するととも、米国における軍縮の効果（軍需から民

需への転換）に関する実証的成果を挙げている。GPTの場合、その産業横断的な性格から、
導入や波及が産業構造の中長期的な転換をもたらす可能性があることを考慮すれば、こうした

面からの分析もここでの議論にとって有益である。



26

      構造（つまり費用関数）は一定である。また、費用関数は熟練労働力お

      よび非熟練労働力各々の賃金に関して一次同次であるとし、以下のよう

      に表現する。

　　　　   C x＝ C x (W l，W h )

　　　　   C γ＝ C γ(W l，W h )

・先のモデルと同様に、均衡では、中間財を開発する企業の価値の成長率と

消費者の時間選好率との均等関係、および労働市場の需給均衡が生ずる。ま

ず、前者についてみると、先のモデルと同様な

       ρ＋γ＝{(1－a)P x X／C γ(W l，W h )}

  という関係を得る。次に労働市場であるが、最終財生産企業においては、生

  産コストが

         C x (W l，W h )X

で与えられるから、利潤最大化（生産コストの最小化）より以下の関係が成立

している。

　　　  P x＝ C x (W l，W h )／a

また、中間財の開発部門では、中間財の増加速度をγ（＝n •／n）とすると、

総コストが C γ(W l，W h )γで与えられる。従って、これらの総コストと

shephard’s lemmaを用い、偏微分の表記を簡略化すると、非熟練労働力と熟練

労働力の需給均衡式を以下のように導くことができる。

　　　　A Lγγ＋A Lx X＝L

        A Hγγ＋A Hx X＝H

さらに、消費の時間選好を考慮すると、合理的な労働者は、非熟練労働力のま

まで働くか、スキルを習得した後で熟練労働力として働くかを選択することに

なる。両者それぞれの場合の収入（現在価値）は、Tを生存期間とおくと、

        {１－exp(－ρT)} W l／ρ

        ［{exp(－ρS)－ exp(－ρT)}］W h h(S) ／ρ

であり、均衡での均等関係から以下の関係式を得る。

         １－exp{－ρ(T－S)}＝ρh’(S)／h(S)

また、これと非熟練労働力の総収入の式から、均衡で成立する相対賃金は、

　　　　(W h／ W l ) ＝ {１－exp(－ρT)}／{exp(－ρS)－exp(－ρT)}h(S)

と表されることもわかる。
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＜モデルから得られる結論＞

・このモデルの均衡をビジュアルにフォローする手段として、均衡で成立する

２つの関係を曲線としてグラフ化する。まず、前者は、中間財開発企業の利潤

の成長率と消費者の時間選好率から得た式を変形して、

　　　　(1－a)／(ρ＋γ)＝W l C γ(１，W h／W l )

とし、、これをππ曲線と呼ぶ。次に、労働市場については、上で示したそれ

ぞれの労働力の需給均等条件を、コストの一次同次性を用いて変形することで、

        ｛θ lx a＋θ Lγ C γ(W l，W h )γ｝／W l＝Ｌ

　　　｛θ Hx a＋θ HγC γ(W l，W h )γ｝／W h＝H

を導く。ここで、θ lx、θ Lγ、θ Hx、θ Hγは、それぞれ非熟練労働力および

熟練労働力の、最終財生産および中間財開発の総コストに占める賃金コストの

シェアである。このＨは熟練労働力の価値であり、h(S)で割ったものが人数に
なることに注意しつつ、両者の合計が総労働人口 Nとなるという関係に、ス
キル習得に関する選択の式と相対賃金を考慮することで、

　　　[θ lx a＋θ Lγ(１－a){１－ρ／(ρ+γ)}]

　　　　＋[T{exp(－ρS)－ exp(－ρT)}／(T－S){１－exp(－ρT)}]

　　　　　　×[θ Hx a＋θ Hγ(１－a){１－ρ／(ρ+γ)}]＝W l N

を得る。これをＮＮ曲線と呼ぶ。両曲線を W l－[１／(ρ+γ)]平面上に書いて

みると次のようになる。

   W l

                              p

     N
                                              p

                 E

                             E’

         
                                                    
        p
                                                      N
                                                         １／(ρ+γ)
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・ 新たな GPTが普及しつつあるプロセスの特徴を、新たなスキルを身に付け

て熟練労働力になるためのコストが増大する－同じ時間に習得し得るのスキル

が減少する－と捉えることとする。このことは、式の上では、h(S)＝A h S( )と

変換して、Aが縮小した場合の変化として表現できる。Aの下落は、ππ曲線

を時計周りに回転させる一方、NN曲線を変化させないので、上の図より明ら

かなように、均衡が Eから E’へと移動し、W lの下落とγの下落（すなわち１

／(ρ+γ)の上昇）をもたらす。この経済にとっては、中間財の開発速度が経

済成長率であることを考慮すれば、経済成長率の低下が生じたことを示してい

る。

・このようなメカニズムをより直感的に説明すると、個々の労働者は、新たな

スキルを身に付けるためのコストの増大に直面して、熟練労働力と非熟練労働

力の選択において後者をより選好することとなり、前者に好ましい形で相対賃

金が変化する。このことと、中間財開発の費用関数における一次同次性を併せ

て考慮すれば、個々の中間財開発企業にとっては、採算が悪化するために中間

財開発のペースを低下させる。このことは、中間財の集計値として現れるマク

ロの総生産の成長速度が低下するだけでなく、新たな GPTへの転換に要する

期間がより長期化することを意味する。なお、スキル習得コストの増大は、実

際に選択される習得期間 Sには影響を与えない。なぜなら、熟練労働力とし

てのメリットの低下は、スキルの習得期間における機会費用も同時に低下させ

るため、両者がキャンセルするからである。

公的介入を巡る議論について

  本節の最後に、GPT の変換に対する公的介入の正当性について確認してお

くこととしよう。これまでみてきたように、外部性の故に個別企業レベルでの

技術導入に支障が生じたり、ミクロレベルとマクロレベルの最適性が乖離した

りするとすれば、その解決策として、公的介入－たとえば、政府が、新たな GPT

を導入した企業に補助金を供与したり、互換性の達成に主導的な役割を果たす

こと－が考えられるのは当然であろう。また、通信インフラ自体などのように、

技術革新への競争のメリットを考慮してもなお、固定費用の大きさやスイッチ

ングコストからみて、各種の規格が並行的に乱立して各々に大きな資本が投下
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されるよりも、あらかじめ一定の標準化がなされるべき領域も存在しており、

ここに公的介入の正当性が認められるのも事実であろう。

  しかし、それを実際に行おうとした場合には、多くの困難に直面するであろ

うこともまた事実である。上にみたように、我々はまさに新たな GPT への転

換期にあり、情報処理と通信ネットワークとが結合したシステムを構成するコ

ンポーネントにおいては、目まぐるしい技術革新が進行している。また、既に

いくつかの例から明らかなように、いずれが defacto-standardとなるかに関し、

政府は、常に民間主体よりも正しく予測しうるとは限らず、サポートすべき技

術を正しく選択することが非常に困難であることが多いであろう。このため、

ある国の企業や家計が当該国の政府によって提唱された技術を互換性あるもの

として採用した結果として、国際競争で不利な立場に立ったり、グローバルな

意味でのネットワーク外部性を享受することができず、結局、スイッチングコ

ストを被りつつ、技術の転換を余儀なくされるといった可能性すら存在する。

このように、新たな GPT が外部性の故に障害を抱えているとしても、そのこ

とが即座に公的介入の正当性を意味することにはならないことに注意する必要

がある。

５．結びに代えて

　本稿においては、現代の経済社会を特徴づける技術革新の成果としての情報

処理と通信ネットワークが結合したシステムが、過去の産業革命における GPT

と同様な外部性－技術革新の補完性とネットワーク外部性－を有していること

を確認し、マクロ的なインパクトを発揮する可能性とそのメカニズムを確認し

た。同時に、こうしたシステムに対する投資が増加しているにも拘わらず、そ

のマクロ的なインパクトが目に見える形では確認できないという｢情報化パラ

ドックス｣を取上げ、その説明仮説として、上のような外部性の存在自体が、

個別企業レベルにおける新技術の導入を妨げたり、その結果として、マクロレ

ベルでの新たな GPTの普及を遅延させたりすることを明らかにし、それを既

存の理論モデルによって再現した。また、その副産物として、GPTの普及の
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過程においては、総生産が停滞したり、相対賃金格差が拡大するといった興味

深いパフォーマンスが現れる可能性も確認された。

　このような議論を踏まえ、本稿の最後に、「情報化パラドックス」の一層掘

り下げた解明のみならず、新たな GPTが広く経済社会へ普及していくメカニ

ズムを明らかにするための課題について触れておくこととしよう。第 1には、

個別企業レベルでの新技術導入のメカニズムや成果を実証的に明らかにするこ

とである。上に見たように、個別企業における既存の実証分析は、情報化投資

を行った企業において収穫逓増などの成果が生じていることを確認している。

しかし、外部性の影響を考慮するためには、さらに進んで、新技術を体化した

情報化投資に関する意思決定のあり方や、ネットワーク外部性の成果を含んだ

利潤を考慮した分析などが必要となろう。第 2には、マクロレベルでのインパ

クトの計測をより精緻なものとすることである。そのためには、まず、コンピ

ュータ本体だけでなく、ソフトウエアや通信ネットワーク、各種の応用機器や

熟練労働力を含めて、現代の GPTに関連する投入要素や産出を定義し、その

フローやストックを正しく計測する必要がある。さらに、こうした要素の貢献

を考える際には、外部性を明示的に考慮することが求められる。そして、第 3

の課題としては、公的介入のあり方に関する分析を行い、その理解を深めるこ

とである。本稿中でも簡単に触れたように、GPTの有する外部性の故に即座

に公的介入が正当化されるわけではなく、手法的にも技術導入や普及に対する

補助金といった古典的なものでは限界があることは明らかである。しかしその

一方で、外部性や知的所有権制度の存在のために、いったん新たな GPTの内

容が安定してしまうと、winner takes allと呼ばれるような状態が生ずる可能性

も否定できない。こうした中で、自国の雇用と直接的な関連を有する自国の産

業や新技術をいかにしてサポートするか、あるいは新たな GPTへの転換期間

をいかに早く終了させるにはどのようにすればよいかに関する分析は、これま

であまり存在しないように思われるのである。

以     上
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（補論１）Farrel and Shapiro（1988）のモデル

＜主要な仮定＞

・ 供給者は、既存企業と新規参入企業の２つの主体からなる。両者が供給する

機械は同一目的に使用されるが、異なる技術を体化している。ただし、両企

業に生産コストの差は存在しない。

・ 毎期同じ数（１の大きさ）の需要者が現われ、２期間存続する（常に、新企

業と旧企業とが共存する）。これらの企業は、毎期１単位の機械を消費しな

ければならない。また、存続期間の校規に前期と異なるブランドの機械を消

費した場合は、スイッチングコスト sがかかる。

・ 供給者、需要者ともに共通の割引率 rによる現在価値のベースで、それぞれ

利益の最大化、または消費コスト（スイッチングコストを含む）の最小化を

   図る。この間、供給者は需要者が老人か若者かを見分けることができない。

＜モデルの内容＞

・ W(0)を新規参入企業の来期以降の利益の現在価値、W(1)を既存企業の来期
以降の利益の現在価値とする。既存企業が今期に価格を pとした場合、新
規参入企業の利益（現在価値）は価格 q如何によって、以下のように場合
分けされる。

①　 q＞pのとき：新規参入企業は売上ゼロとなる。よって、利益は
 　   rW(0)
②　 q＝pのとき：新規参入企業は若者のみに供給する。よって、利益は、
 　   p＋rW(1)
③　 q＝p－sのとき：新規参入企業は、ここまで価格を下げれば全ての市
     場を支配しうる。そのとき、利益は、

 　     2(p－s)＋rW(1)
 

・ このことから、既存企業の利益は以下のように場合分けされる。

④　 市場を支配するためには、新規参入企業にとっての利益の現在価値が、

売上ゼロの場合が最大となるようにすればよい。よって、①～③より、

 　   rW(0)＞p＋rW(1)かつ rW(0)＞2(p－s)＋rW(1)
     である。これをまとめると、

　　　　 p＜min[－r{W(1)－W(0)}，s－r{W(1)－W(0)}/2]
　　　　となり、このときの利益は 2p＋rW(1)で与えられる。
⑤　 売上をゼロにするためには、新規参入企業にとっての利益の現在価値
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     が、市場支配の場合に最大となるようにすればよい。よって、同様に

① ～③より、

  2(p－s)＋rW(1)＞p＋rW(1)かつ 2(p－s)＋rW(1)＞rW(0)
    である。これをまとめると、

 　  p＞2s
　　　　となり、このときの利益は rW(0)である。
⑥　 市場をシェアするためには、新規参入企業にとっては、残りのケース

     であるから、

 　  －r{W(1)－W(0)}≦p≦2s
     である。この場合の利益は

 　   p＝2s
      における 2s＋rW(0)で最大となる。
　

・これらを比較すると、問題は、④と⑥との大小関係である。④を２つの場

合に分けてチェックしよう。

イ．  s－r{W(1)－W(0)}/2≦－r{W(1)－W(0)}の場合
      このとき、pは最大でも s－r{W(1)－W(0)}/2を上回らない。従って、
 　   {2s＋rW(0)}－{2p＋rW(1)}≧{2s＋rW(0)}
        －2[s－r{W(1)－W(0)}/2]－rW(1)
     である。ここで右辺は rW(0) ≧0より、
 　   {2s＋rW(0)} ≧{2p＋rW(1)}

    ロ． s－r{W(1)－W(0)}/2＞－r{W(1)－W(0)}の場合
     このとき、pは最大でも－r{W(1)－W(0)}を上回らない。従って、
 　   {2s＋rW(0)}－{2p＋rW(1)}≧{2s＋rW(0)}
 　     －2［－r{W(1)－W(0)}］－rW(1)
     である。右辺は、2s－r{W(1)－W(0)}であるが、これは、
 　   s－r{W(1)－W(0)}/2≧－r{W(1)－W(0)}
     より０より大である。よって、この場合も、

 　   {2s＋rW(0)} ≧{2p＋rW(1)}
 

 ・以上より、既存企業の最適価格は p＝2s であり、新規参入企業も同じ価格
付けを行って市場をシェアすることが最適である。このとき、

　　　 W(0)＝W(1)＝2s/(1－s)
が得られる。
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＜モデルの主要な結論＞

・ まず、第１に明らかなことは、既存企業の利益（W(1)）も新規参入企業の
利益（W(0)）もスイッチングコスト sの増加関数となっていることである。
つまり、両者は共謀して sを高めることで、より高い利益を確保しうる。

・次に人口増加の効果である。人口増加は若年層の人口が（１でなく）例えば

n（＞１）であることを考えてみればよい。このとき、新規参入企業の利益
の現在価値は、

　⑦　市場をシェアする場合：np+rW(1)
　　⑧　市場を支配する場合：(1＋n)(p－s)＋rW(1)
となるから、既存企業は両者が無差別となるように pをつけるはずであり、
この結果、p＝(1＋n)sが得られる。つまり、人口成長率が高いほど、供給
価格は高くなる。

・最後に固定費用ｆの効果をみることとしよう。既存企業が有効に参入を阻止

 するためには、新規参入企業にとっての最適反応が q＞pとなるとなるよう
 にすればよい。①～③を用いると、

 　　　    max［2(p－s)－f＋rW(1)，p－f＋rW(1)］＜rW(0)…⑨
 である。このときの既存企業の利潤は、

 　　　    2p＋rW(1)－f
 であるが、これは⑨を用いると、

 　　　    min［f－rW(1)＋2rW(0)，2s＋rW(0)］…⑩
 と書き換えられる。

 他方、既存企業が新規参入企業と市場をシェアする場合には、利益が、

 　　　    p－f＋rW(1)＞max［2(ｐ－s)－f＋rW(1)，rW(0)］
 となっている必要がある。このとき、最適価格は p＝2sであり、利益は、

 　　　    2s－f＋rW(0)…⑪
 である。⑩と⑪より、参入阻止が効率的であるためには、

 　　    min［f－rW(1)＋2rW(0)，2s＋rW(0)］＞2s－f＋rW(0)
 が必要となる。minの前者は矛盾を生ずることから、
 　　　    f > r{W(1)－W(0)}
が得られる。すなわち、固定費用が十分大きい場合は既存企業による参入阻止

が発生する。
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（補論２）Stein（1997）のモデル

＜主要な仮定＞

・ 供給者のコストは、生産のための可変費用、取引費用と、市場参入の際のみ

にかかる固定費用が必要。

・ 同一目的に使用される機械を取引するため、毎期、市場では１企業のみが供

給を行うという独占状態が成立する。ただし、この市場は、新規参入企業お

よび盗作企業の両者による潜在的な参入圧力にさらされている。

・ 新規参入企業と盗作企業は、ともに既存企業の生産技術を無コストで使用す

ることができる。また、新規参入企業は、R&Dによって既存企業に対して
優位性を発揮する。他方、取引費用については、市場に留まっていた期間に

応じて、既存企業が優位性を発揮する。

・ 需要者は N企業で一定であり、各々が同一のリザベーション価格（U t ）を

もって１／N単位を消費する（従って、総需要は１または０）。

＜モデルの内容＞

・ 最初に各企業の費用構造をみていく。まず、既存企業については、生産費用

と取引費用をそれぞれ以下の通りとする。

　　　　　　生産費用：C t
i （添字 iは既存企業を、添字 tは時間を示す）

　　　　　　取引費用：D t
i ＝ d C t

i β At
i

(A t
i ≦ A  )

                         ＝ d C t
i β A   (A t

i ＞ A  )・・①

取引費用は learning-by-doingなどの効果によって、当該企業が継続して生
産する限りは毎期低下していくとする（すなわち、βは１より小）。ただし、

その低下は A  までで止まることを併せて仮定する。

・新規参入企業は、生産費用と取引費用、および参入時の固定費用をそれぞれ

  以下の通りとする。
　　　　　生産費用：C t

e＝ λ t  C t
i （添字 eは新規参入企業を示す）・・②

　　　　　取引費用：D t
e＝ d C t

e・・③

　　　　　固定費用： K t
e＝ k C t

e・・④

ここで、まずλ t については以下の２点を仮定する。

イ． 新規参入企業は R&Dの成果として新技術を使用することが可能で
あるため、生産技術の面では既存企業に対して優位に立つ（λ t は

　　　　１より小）。
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ロ． λ t は確率変数であるとし、累積密度関数を G(λ t )と表す。

他方、取引費用では劣位にあることを併せて仮定する。すなわち、

　　　　　D t
e＞ D t

i 　for all t　より、②と③を用いてλ t ＞ β At
i

 for all t

である。

・最後に盗作企業は、既存企業の技術をそのまま盗用するものとし、生産費

用と取引費用を以下の通り仮定する（固定費用は不要となる）。

　　　　　生産費用：C t
c＝ C t

i （添字 Cは盗作企業を示す）・・⑤
　　　　　取引費用：D t

c＝ d C t
c・・⑥

・ これらをもとに、次に市場成果をみることとする。仮定より明らかなように

場合分けが必要となる。まず、参入が行われない場合については、既存企業

による独占状態となるが、盗作企業より高い価格をつけることも不可能であ

る。このため、既存企業の利潤は、①、⑤、⑥を用いて、

 　　　　　(C t
c＋ D t

c )－( C t
i  ＋ D t

i )

 　　　　　　＝ d C t
i (1－ β A* )・・⑦

 となる。ただし、A *＝ min(A t
i ， A )である。

 ・次に参入が生じた場合を考える。新規参入企業が有効に参入しうるように、

   イ．新規参入企業は固定費用をサンクする、
  ロ．新技術の使用によって、経常費用のベースでは新規参入企業が

  既存企業 に対して優位に立つ、すなわち、
  　 (C t

e＋ D t
e )－(C t

i  ＋ D t
i )＜０より、①、②、③を用いて

 　　 λ t ＜(1＋ dβ A )／(1＋d)・・⑧

  が常に成立する、
 ことを仮定する。よって、参入した場合の新規参入企業の価格は C t

i  ＋ D t
i

となるから、この時の利潤は、①、②、③、④を用いて、

 　　　　　(C t
i  ＋ D t

i  )－( C t
e＋ D t

e＋ K t
e )

 　　　　　　＝ C t
e [{(1＋dβ A* )／λ t }－1－d－k]・・⑨

 となる。そして、いったん参入すれば、新規参入企業が既存企業になることに

注意すれば、将来参入を受けない場合の期待収益は、
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 　　　　　　次期：d C t
e (1－β)

 　　　　　　次次期： d C t
e (1－β 2 )

 のようになることから、その現在価値は

 　　　　　　d[∑ j
A
=1 {(1－β j ) X j

e ／(1＋ r) j }

 　　　　　　＋∑
j A= +
∞

1
{(1－β A ) X j

e ／(1＋ r) j }]・・⑩

 のような形式で表される。 X j
e は新規参入企業がそのまま市場を支配しつづけ

る確率であり、後で均衡条件から定義される。また、rは割引率である。⑩を
Feと定義すると、新規参入企業にとっての総期待収益π t は⑨と⑩より以下

の通りとなる。

　　　　　　π t ＝ C t
e [{(1＋dβ A* )／λ t }－1－d－k＋Fe]・・⑪

＜モデルから得られる結論＞

・ このモデルにおける均衡は、新規参入企業にとって参入に伴う期待収益が０

となる場合に成立する。このときの技術水準λ t を

　　　　　　　λ t ＝ λ * (既存企業が継続して市場を支配する期間)
と表す。新規参入企業の保有しうる技術水準は、既存企業が長く市場を支配

するほど R&D期間が長くなることを反映してより優れたものとなる（１よ
り小さいλ t の積となる）ことに注意しよう。

・ そこでまず、新規参入企業にとって自らが有する技術水準が参入行動にどの

ような影響を与えるかを検討することとする。今期において参入が発生する

確率が Pで一定であるとすると、今期と来期ともに参入が生ずる確率は、
  λ *およびλ t の累積密度関数 Gを用いて、
　　　　　　PG(λ * (1))
となる。同様に今期と次次期に参入がある確率は、

　　　　　　PG(λ * (2))

となることなどから、⑩において提示した X j
e 、すなわち新規参入企業が継

続して市場を支配する確率は、

　　　　　　X j
e ＝ Π j

l
=1 [1－ PG(λ * (j))]　ただし l ≦ A
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である。これは Aに関する仮定より、

　　　　　　X j
e ＝ Π j

A
=1 [1－ PG(λ * (j))][1－ PG(λ * ( A ))] ( )j A−

　            ただし 1≦ A・・⑫
と変形される。これより明らかなように X j

e はλ *の減少関数であり、⑩を

用いれば Feも減少関数であることがわかる。すなわち、これは、新規参入
企業にとっては新技術の優位性が低いほど、将来に参入をうけやすくかつ期

待収益が低いことを示している。

・ ⑪を用いると参入の頻度、すなわち「創造的破壊」について非常に興味深い

結論を得ることができる。つまり、均衡では、新規参入企業にとっての期待

収益がゼロとなることに着目しつつ、既存企業が市場を支配した期間を１お

よび Aとおいた結果を両辺同士割ることによって、

　　　　　　λ * (A)／λ * (1) ＝ (1＋dβ A )／(1＋dβ)・・⑮

をえる。β＜1であるから、この式はλ *が Aの増加によっていわば加速的
に小さくなることを示している。つまり、既存企業が継続して市場を支配す

ればするほど、その間に新規参入企業は R&Dを通じてより優秀な新技術を
手にする訳である。このことからみて、既存企業にとっては、市場を支配す

る期間が長くなるほど参入の脅威にさらされるように見える。

しかしこの⑮と、

イ． G(λ * )がλ *の増加関数であること、

ロ．⑫の導出の際にみたように、参入を受けない確率が 1－PG(λ * )で
 示されること、

を考慮すれば、Aの増加、すなわち既存企業が継続して市場を支配する期
間が増加するほどに新規参入企業による参入は起こりにくくなるという結論

が得られることがわかる。しかも、一旦参入が生ずると（Aが小さくなるこ
とを意味するから）翌期以降に別の新たな新規参入企業による参入が発生す

る確率が上昇することもわかる。

こうして、「創造的破壊」における inertiaの効果、すなわち、「創造的破
壊」は始まりにくいものの、一旦開始されるとそれが繰返し発生するという

Schumpeterが指摘した仮説がモデルによって再現された訳である。上記の
議論からわかるように、既存企業の取引費用における費用逓減と新規参入企
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業の生産コストにおける技術革新の両者に関する仮定がこのような効果を生

み出していることに注意する必要がある。Stein（1997）はこの後、既存企
業も R&Dを行うケースを分析しているが、この場合、市場を支配すればす
るほど既存企業が獲得する優位性は強まるために、inertiaの効果もより強
まることを示している。

・ なお、詳しい展開は省略するが、このモデルからは他にも以下のような結論

   を得ることができる。
イ． 取引費用の費用逓減の強まり（βの縮小）が参入行動（λ *）に与え

る影響は不明確である。直感的には、新規参入企業にとっては、βの

縮小は参入障壁を高める一方、期待収益をも増加させるからである。

ロ． 固定費用の増加（kの上昇）は参入行動に対して阻害要因となる。こ
　　の点は、⑪について均衡では０となることと、Feがλ *の減少関数

    であることを用いれば容易に導出できる。

（補論３）Katz and Shapiro（1985）のモデル

＜主要な仮定＞

・需要者と供給者は以下のようなゲームを行う。

①　 需要者は、機械の供給量に対する予想をたてる。

②　 供給者は、需要者の予想を踏まえ、また、他の供給者による供給を所与

として供給を行う（ただし、供給コストはゼロと仮定する）。

③　 需要者は、各自のリザベーション価格との対比によって、需要を決める。

これらより明らかなように、モデルの均衡は、需要者と供給者全てによる供

給量に関する予測が実現するという意味でのクールノー均衡となる。

・ 供給者ｉによる供給量をｘ iで表し、 ｘ iが互換性を持っている機械のグル

ープをｙ iで表すこととする。例えば、1番目の供給者から n番目の供給者
が相互に互換性を有する機械を供給している場合は以下のようになる。

        ｙ i＝Σ j
n
=1ｘ j

なお、需要者による予測を、上添字のｅによって表すこととする。
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・ 需要者による機械の評価、すなわち、リザベーション価格は以下の２つの部

分からなるものとする。

①　 機械自体への評価：r（rは需要者によって異なり、[1,A]に 1づつ一様
分布することを仮定）

②　 ネットワーク外部性への評価：v（vは、全ての需要者で同一であり、
互換性を有する財の総供給量に関する予測に依存することを仮定）

 つまり、v＝v(ｙ e )である
 ［v’(ｙ e )＞０、v”(ｙ e )＜０、 ｙ＝∞のとき、lim v(ｙ e )＝0をそれぞれ仮
 定］

 

・ 需要者は、互換性のある機械のグループｙ iが価格ｐ iで供給されている場合、

ｐ iを上にみたリザベーション価格と比較することにより購入の有無を決め

る。すなわちｙ iに関する限界的需要者においては、以下の式が成立する。

 　　      ｒ＋ｖ(ｙ i
e )＝ ｐ i…①

これを逆に見て、

　　    ｐ i－ ｖ(ｙ i
e )＝Ф

が成立しているとしよう。このとき、ｒに関する一様分布の仮定から、実際

に購入する需要者数は(A－Ф)人とわかる。
        (A－Ф)＝ｚ
とおくと、

        A＋ｖ(ｙ i
e )－ｐ i＝ｚ…②

であるから、

        ｐ i＝A＋ｖ(ｙ i
e )－ｚ…③

も得られる。価格は、ネットワークに対する需要者の評価と実際の需要量に

依存する。

＜モデルから得られる結論＞

・ まず、社会的最適性について考えることとする。

 供給者ｉの利潤π iは、③より、

         π i＝ｘ i (Ａ－ｚ＋ ｖ(ｙ i
e ))

 である。ｚ＝Σ j
n
=1ｘ jに注意しながら、この利潤をｘ jで微分してゼロとおけ

ばクールノー均衡が以下のように得られる。

　　    ｘ i
*＝Ａ＋ｖ(ｙ i

e )－Σ j
n
=1ｘ j…④

右辺はｐ iと等しいことに注意されたい。
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均衡では、この式が全てのｉ∈[1,n]で同時に成立することから、

　　    (n＋1)Σ j
n
=1ｘ j＝nＡ＋Σ j

n
=1ｖ(ｙ i

e )

となり、これを④に代入すれば、

　　    ｘ i
*＝{Ａ＋ｎｖ(ｙ i

e )－Σ j i= ｖ(ｙ j
e )}／(ｎ＋１)…⑤

が得られる。また、④より

　　    π i＝ｐ iｘ i
*＝(ｘ i

* ) 2…⑥

であることもわかる。

次に需要者の消費者余剰であるが、ｒの分布に注目して考えると、

イ．  ｒがｒ＋ｖ(ｙ i
e )≧ｐ iの範囲にある需要者、すなわちｚが実際に需要

すること、

ロ． ｒ＝ρの需要者が需要する場合、消費者余剰は、ρ＋ｖ(ｙ i
e )－ｐ i

       ＝ρ＋ｚ－Ａであること、
から、消費者余剰の合計は以下のように示される。

　　     Ｓ＝∫ A z
A

− (ρ＋ｚ－Ａ)ｄρ＝ｚ 2／２…⑦

従って、社会厚生は、⑥、⑦より、

　　     Ｗ＝Σ i
n
=1(ｘ i

* ) 2＋ｚ 2／２…⑧

となる。この式は均衡では常に成立するから、社会厚生は、全ての財が相互

に互換性を有し、全ての供給者が実際に供給している場合に最大となる。

・ 均衡では互換性が上昇すると必ず総供給量は増加することを示す。

 完全な互換性の場合は ｙ i＝ｚが全ての供給者に関して成立するが、そうでな

い場合は、少なくとも１供給者については、ｙ i＜ｚが成立する。

 ここで、総供給量ｚは、

 　　    ｘ i＝Ａ＋ｖ(ｙ i )－ｚ
 を全ての供給者について合計した式

 　　    (ｎ＋１)ｚ＝ｎＡ＋Σｖ(ｙ i )…⑨
 の解となることに注意すれば、完全な互換性の場合には、

イ． ⑨式でのΣｖ(ｙ i )はｎｖ(ｚ)となり、
　　ロ．ｎｖ(ｚ)＞Σｖ(ｙ i )が成り立つ（vは concaveである）から、
互換性の上昇が供給量を増加させることが証明された。

・従って、⑦を考慮すると（均衡同士で比較した場合、）互換性の上昇は総供
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給量の増加を通じて、かならず需要者の厚生を増加させることがわかる。しか

し、供給者にとっては、互換性の上昇にコストが必要である場合には、互換性

上昇を選択しない可能性がある。すなわち、⑧より、互換性の上昇に伴う社会

厚生の変化は、

　    ΔW＝ΔS＋Δπ
である。あわせてΔS＞０を考慮すればΔW＞Δπが得られるから、互換性の
上昇のためのコストｆが

　    ΔW＞ｆ＞Δπ
を満たすほどに大きければ、供給者にとっては互換性上昇のメリットはなく、

こうした戦略は採用されないこととなる。

（補論４）Helpman and Trajtenberg（1994）のモデル

＜主要な仮定＞

　・このモデルの特徴は、経済成長モデルに中間財の独占的競争を組み合わせ

  たものであり、主な仮定は以下のようになっている。

    イ．最終財は中間財のみを用いて生産され、潜在的な参入のために、ここ

        では利潤は生じないものとする。

    ロ．他方、各中間財の開発、生産は、各企業が労働のみを投入要素として

        独占的に行う。このとき、中間財の開発については、潜在的参入のた

        めに均衡では利潤が生じない一方、生産については独占的競争が展開

        される。

    ハ．技術は中間財に体化されており、最終財の生産においてはその時点で

        もっともコストが小さい GPTが使用されるとする。このため、GPT
        の転換は、新たな GPTを用いた最終財の生産に必要な中間財のセッ
        トが揃った時点で生ずる。

　・中間財生産を考えるために、まず、最終財の生産量を定義する。ｉ番目の

  GPTに必要な中間財のセットを x j，j [ ]∈ 0, n i とすると、最終財の生産Ｑ i

  は、以下のような技術によって表されるものとする。

　　　　  Ｑ i＝λ
iＤ i・・・①



42

　　　　  ただし、Ｄ i＝[ 0
n i∫ (x i (j)) a dj] a/1 ，0＜a＜1・・・②

　また、上記の生産量を制約条件として、生産コストつまり中間財の購入コス

  トの最小化条件を導出すると、中間財の価格 p i (j)を用いて、

          x i (j) (p i (j))
)1/(1 a−
＝ξ − −1/ 1( )a  D i  （ただし、ξはラグランジュ乗数）

  を得る。この関係は、右辺から明らかなようにいかなる jに対しても成立す
  ることに注意しつつ、中間財の購入コストの式を変形すると、

  　　　　x i (j)＝(p i (j)) − −1/ 1( )a D i／[ 0
n i∫ (p i (j)) − −a a/ ( )1 dj] 1/ a

  が導かれる。

　・そこで、中間財の生産についてみることとする。中間財の生産技術につい

  て、中間財 1単位あたり 1単位の労働投入が必要であると仮定する。従って、

  中間財生産者は独占的競争を行うため、中間財価格と生産量は同一の GPT
  に対して全て等しいことがわかる。そこで、利潤最大化は賃金ｗを用いて、
         {p i (j)－ｗ}x i (j)
  という式の最大化を意味するから、上で求めた x i (j)を代入することで、価
  格と生産量が以下のような簡単な式で表現できることがわかる。
　　　　  p i (j)＝ｗ／a
          x i (j)＝x i (for all j)・・・③
　これを用いると、上のＤ iは、

　　　　  Ｄ i＝n i
( )/1− a a X i（ただし、X i＝n i x i）・・・④

　と変形される。生産技術に関する仮定から、X iが i番目の GPTにとって必
  要な中間財のセットの生産に要する労働投入量にもなっていることに注意す

  れば、最終財１単位当りの労働投入量ｂ iは次のように表現される。

　　      ｂ i＝X i／Ｑ i＝(1／λ i )(1／n i
( )/1− a a )・・・⑤

　ｂ iは中間財の数が多い（n iが大きい）ほど小さいことを示している。

　

・他方、最終財価格Ｐ Qは、最終財生産者では利潤が生じない、すなわち中

  間財の投入コストと最終財の販売収入が均等化するように定められるから、

  ③と⑤を用いて以下のようになる。

　　　　  Ｐ Q＝ｗｂ i／a・・・⑥

　・これらから、中間財生産者の利潤を導くことができる。すなわち、中間財
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  １単位当りの利潤は(1－a)ｗ／aであるから、総利潤は、③と⑤より、
　　　　  π i＝{(1－a)ｗｂ iＱ i }／(n i a)・・・⑦
　となる。このπ iを用いると、中間財生産者の企業価値は、

　　　　  ｖ i (t)＝ t
∞∫ exp(－R(t,τ))(π i (τ)dτ)・・・⑧

　　　　　　　（ただし、R(t,τ)＝ t
τ∫ r(z)dz）

　と表されるから、tで微分することにより、企業価値の成長率に関する裁定
  条件を以下のように得る。

　　　　  (π i／ｖ i )＋(ｖ
•

i／ｖ i )＝ｒ(t)・・・⑨

　・次に、労働市場の需給を考える。労働を使用するのは中間財の生産と開発

  であるが、前者については、生産 1単位当りに労働投入 1単位と仮定してい

  る。一方、後者は以下のような技術条件を仮定する。

　　　　  n
•

i dt＝（ｌ i／Ａ）dt

　このことは、1単位の時間にｌ iの労働力を雇用すると、中間財ｌ i／Ａ単位

  を開発することを意味する。新たな中間財 1単位の価値はｖ iに他ならない

  一方、労働１単位の賃金がｗであることを考慮すれば、中間財の開発者にお
  いて潜在的参入のために利潤がゼロとなるには、
          ｖ iｌ i／Ａ＝ｗｌ i、または、

　　　　  ｖ i＝ｗＡ・・・⑩

  が必要である。従って、労働供給を Lとすると、上に見たような中間財の開

  発と生産に必要な労働需要から、労働市場の需給均等条件は次のように示さ

  れる。

　　　　  ＡΣ i
m
=1 n i＋Σ i

m
=1ｂ iＱ i＝Ｌ・・・⑪

          （ここで mは、現行の GPTが最終財生産に使用される一方、新た
           な GPTのための中間財の開発や生産が同時進行することを表現し
           ている）

　・最後に、消費者の効用最大化である。効用関数を logＣと仮定し、効用最
　大化を

　　　　  max［ t
∞∫ exp(－ρτ)logＣ(τ)dτ］
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　とおく。この結果、消費は、

　　　　  (Ｃ
•
(t)／Ｃ(t))＋(Ｐ

•

Q／Ｐ Q )＝ｒ(t)－ρ

　の経路を満たすことになる。ここで、Ｃ(t)＝Σ i
m
=1Ｑ i (t)であり、消費支出

　をニュメレールとおけば、

　　　　  Ｐ QΣ i
m
=1Ｑ i (t)＝1およびｒ(t)＝ρ・・・⑫

　が得られる。

＜モデルから得られる結論＞

　・このモデルによる経済は２つのサイクルを辿って推移する。まず、第１段

  階は、最終財生産では現行の GPTが使用される一方で、中間財生産者は新
  たな GPTのための開発・生産を開始している。このとき、⑨、⑩、⑫を用
  いると、

　　　　  ｗ
•
／ｗ＝ρ、

　であり、また、⑥、⑪、⑫より、

　　　　  n
•

i＝(1／Ａ)(Ｌ－a／ｗ)

　も得られる。

　・第２段階は、最終財、中間財ともに新たなＧＰＴの下で生産される。

　このときは、⑥、⑦、⑨、⑩、⑫より、

　　　　  ｗ
•
／ｗ＝ρ－(1－a)／Ａｗn i

　と第１段階に比べて上昇が抑制される一方、⑥、⑪、⑫より

　　　　  n
•

i＝(1／Ａ)(Ｌ－a／ｗ)は引続き成立する。

　・このモデルでは、GDPは賃金および中間財生産者の利潤の合計で表され
  る。⑥、⑦より、後者は最終財売上げ＝総消費支出＝1の(1－a)のシェアで
  あることから、名目 GDPは
　　　　  ｗＬ＋(1－a)
　となる。よって、⑤、⑥より、最終財価格でみた実質ＧＤＰは

　　　　  Ｇ＝{Ｌ＋(1－a)／ｗ}aλ i n i
( )/1− a a

　となる。この式は、賃金上昇は実質ＧＤＰを減少させる一方、生産に使用さ
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  れる中間財の増加は実質ＧＤＰの増加要因になることを示している。従って、

  第１段階では第２段階に比べて実質ＧＤＰは停滞することが導かれた。

（補論５）Grossman and Helpman（1991）のモデル

＜主要な仮定＞

・ このモデルは、技術革新を中間財の開発によって捉えるという点では（補論

４）と同じである。その他の仮定を整理すると以下のようになる。

イ．熟練労働力と非熟練労働力の２種類があり、労働者は自らの合理的な選

    択によりスキルの習得を受けて熟練労働力になることができる。スキル
    習得の技術は一定であるとし、労働者にとってのスキル習得のコストは
    機会賃金のみであるとする（追加的な資源投入は不要）。

  ロ．これら 2種類の労働は、最終財の生産と中間財の開発に際して、それ
      ぞれ異なった比率で使用される。ただし、簡単化のため、それぞれの比
      率（費用関数の形状）は一定とするとともに、費用関数は２種類の労働
      に関して１次同次であるとする。なお、最終財の生産のためには、中間
      財の投入も必要である。

＜モデルの内容＞

・ 消費者に関する仮定は（補論４）と同じであるため、最終財の価格 P x、生

産量＝消費量 X、時間選好率ρに関して、消費に関する効用最大化と総消費
をニュメレールとおくことから以下の関係を得る。

　　　　ｒ(t)＝ρ・・①
　　　　P x X＝1・・②

・ 最終財生産と中間財開発のための 1単位あたりの費用をそれぞれ、
　　　　C x＝ C x (W l，W h )・・③
　　　　Cγ＝ Cγ(W l，W h )・・④
と表す。ここで、 W lとW hはそれぞれ非熟練労働力および熟練労働力の賃

金である。これらから、最終財生産については、生産コストが、

　　　C x (W l，W h )X
となることを利用すれば、（補論４）と同様の生産コスト＝中間財購入費用

の最小化より以下の関係を得る。

　　　P x＝ C x (W l，W h )／a・・⑤
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また、中間財開発については、中間財の増加速度γ(＝n
•
／n)を用いて総

コストが以下のように表現される。

　　　Cγ(W l，W h )γ

・ （補論４）のモデルと同様に、最終財生産では均衡で利潤が生じないと仮定

するので、中間財 1単位の開発による売上げは、
          P x－C x (W l，W h )
  で表現され、さらに⑤より
         (1－a) P x X
  と変形される。したがって、（補論４）で導出した中間財開発における期待
  収益率と時間選好率との均等関係は、中間財開発のコストを用いて、

          ρ＝{(1－a)P x X－ Cγ(W l，W h ) γ］}／Cγ(W l，W h )

  すなわち、

　　　　ρ＋γ＝{(1－a)P x X／Cγ(W l，W h )}・・⑥

となる。

・ 最終財生産および中間財開発の総コストと shephard’s lemmaを用いると、
非熟練労働力および熟練労働力の総需要はそれぞれ

　　　　{∂ Cγ(W l，W h )／∂ W l }γ＋{∂ C x (W l，W h )／∂ W l }X
　　　　{∂ Cγ(W l，W h )／∂ W h }γ＋{∂ C x (W l，W h )／∂ W h }X
となる。これらが、それぞれの労働供給 Lおよび Hと等しくなることが労
働市場の均衡条件である。これらを、一次同時の仮定を用いつつ、変微分の

表記を簡略化することで以下のように表す。

　　　　　A Lγγ＋A Lx X＝L・・⑦
        　A Hγγ＋A Hx X＝H・・⑧

・ 最後に、労働者のスキルの習得に関する選択をみておくこととしよう。スキ

ルの習得にはその間就業できないことによる機会賃金のコストが生ずること

と、消費には時間選好があることを考慮すると、合理的な労働者は、

イ． 非熟練労働力のままで働く、

　　ロ．先にスキルの習得を受け、その後熟練労働力として働く、

のいずれかを選択することになる。それぞれの総収入は、

　　　　　 exp
t

t T+

∫ {－ρ(τ－t)} W l dτ＝(1－exp(－ρT)) W l／ρ・・⑨
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　　　　　 exp
t S

t T

+

+

∫ {－ρ(τ－t)} W h h(S)ｄτ

　　　　　＝［{exp(－ρS)－ exp(－ρT)}］W h h(S) ／ρ・・⑩
となる。ただし、 h(S)は習得期間 Sによって得られるスキルを表し、

             h’(S) > 0、 h’’(S) < 0かつ h(0)＝0
   を仮定する。さらに、ロ．を選択した労働者による最適な Sの選択を考え
   てみると、均衡では、Sの限界的な延長に伴うコストと期待収益が等しくな
   ければならないから、
 　　　　　exp(－ρS) W h h(S) dS
         　 ={exp(－ρS)－exp(－ρT)}W h h’(S)dS／ρ
   となり、これを整理すると以下のようになる。
　　　　　　１－exp{－ρ(T－S)}＝ρh’(S)／h(S)・・⑪
まｔ、⑨、⑩を連立させることで、２種類の労働の相対賃金について、

　　　　　W h／ W l

　　　　　＝{1－exp(－ρT)}／{exp(－ρS)－exp(－ρT)}h(S)・・⑫
　という関係を得る。

＜モデルの主要な結論＞

・ （補論４）と同様に、この経済の一般均衡は中間財開発の収益率に係る均衡

と労働市場の均衡の連立として現れる。前者は、

　　　　　ρ＋γ＝{(1－a)P x X ／Cγ(W l，W h )}・・⑥
であるが、費用関数の１次同次性の仮定と②から、

　　　　　(1－a)／(ρ＋γ)＝W l Cγ(1，W h／W l )・・⑬
と変換される。これをππ曲線と呼ぶこととする。他方、後者については、

まず、最終財生産および中間財開発の総コストに占める非熟練労働力およ

び熟練労働力の各々に対する賃金コストのシェアが以下のように表される

ことに注意しよう。

　　　　　θ lx = A Lx W l／C x (W l，W h )
　　　　　θ Hx＝ A Hx W h／C x (W l，W h )
　　　　　θ Lγ＝ A LγW l／Cγ(W l，W h )
　　　　　θ Hγ＝ A HγW h／Cγ(W l，W h )
これらと②および⑤を用いると、労働市場の均衡式⑦および⑧は、

　　　　　{θ lx a＋θ LγCγ(W l，W h )γ}／W l＝L・・⑭
　　　　　{θ Hx a＋θ HγCγ(W l，W h )γ}／W h＝H
と書き換えられる。ここで、Hは熟練労働力の総価値を示しており、これ
を人数に直すには h(S)で割る必要があることに注意すると、熟練労働力の



48

人数は、

          {θ Hx a＋θ HγCγ(W l，W h )γ}／W h h(S)・・⑮
となる。したがって、⑭と⑮の和が総労働人口 Nに等しいことから、⑫お
よび⑬を併せて考慮することで、労働市場の均衡式を以下のように得る。

　　　　　[θ lx a＋θ Lγ(1－a){1－ρ／(ρ+γ)}]
　　　　　　＋[T{exp(－ρS)－ exp(－ρT)}／(T－S){１－exp(－ρT)}]
　　　　　　×[θ Hx a＋θ Hγ(1－a){1－ρ／(ρ+γ)｝]＝W l N
これを NN曲線と呼ぶことにする。

・ ππ曲線と NN曲線を W l－[1／(ρ+γ)]平面上に書いてみると次のよう
になる。

   W l

                              p

     N
                                              p

                 E

                             E’

         
                                                    
                                                
      p
                                                      N
                                               1／(ρ+γ)

・ ここで、新技術の導入に伴う労働スキルの習得コストをスキルの習得が困難

化することとして捉えることとしよう。すなわち、h(S)を
　　　　h(S)＝Ah S( )
と変換して、Aが縮小した場合の均衡の変化を見るわけである。Aの下落は、
⑬ より明らかなようにππ曲線を時計周りに回転させる一方、⑯で表される

NN曲線を変化させないので、上の図より明らかなように、
　　　　W lの下落とγの下落（すなわち 1／(ρ+γ)の上昇）
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をもたらす。この経済にとっては、中間財の開発速度が経済成長率であるこ

とを考慮すれば、このことは経済成長率の低下が生じたことを示している。

直感的には、Aの低下によって、労働者のスキルの習得へのインセンティブ
が下がる一方非熟練労働力への指向が強まるが、（最終財および中間財の生

産技術が固定的であるため、）労働市場の均衡条件から W lが下落する。他

方、熟練労働力の相対賃金の上昇が中間財開発の収益性を低下させるため、

その開発速度が低下するわけである。なお、Aの低下は Sには影響しない
ことに注意する必要がある。なぜなら、

　　　　　1－exp{－ρ(T－S)}＝ρh’(S)／h(S)・・⑪
より明らかなように、熟練労働力としてのメリットの低下は、スキルの習得

期間における機会費用も同時に低下させるため、両者がキャンセルするから

である。
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